
行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度

Ⅰ－①－１ 実施 継続実施 継続実施

市政への市民参画
機会の拡充

ワーク
ショップの
開催

継続開催 継続開催

Ⅰ－①－２ 実施 継続実施 継続実施

国際医療福祉大学
と地域との連携の
推進

連携事業の
実施

連携事業の
実施

連携事業の
実施

Ⅰ－①－３ 実施 継続実施 継続実施

附属機関等への女
性登用率の向上

女性登用率
の向上

女性登用率
の向上

女性登用率
の向上

Ⅰ－①－４ 実施 継続実施 継続実施

附属機関等におけ
る公募委員等の市
政参画の推進と委
員構成の見直し

公募委員・
若者の登用
率の向上

公募委員・
若者の登用
率の向上

公募委員・
若者の登用
率の向上

Ⅰ－①－５ 実施 継続実施 継続実施

自主防災組織の育
成と結成促進

自主防災組
織の育成・
結成促進

自主防災組
織の育成・
結成促進

自主防災組
織の育成・
結成促進

Ⅰ－①－６ 実施 継続実施 継続実施

ボランティアガイ
ドの育成

研修会の充
実

研修会の継
続実施

研修会の継
続実施

Ⅰ－①－７ 実施 継続実施 継続実施

なりた環境ネット
ワークの推進

登録団体の
確保

登録団体の
確保

登録団体の
確保

Ⅰ－①－８ 実施 継続実施 継続実施

避難行動要支援者
の避難支援体制の
整備

名簿情報の
提供・個別
避難計画の
策定

名簿情報の
提供・個別
避難計画の
策定

名簿情報の
提供・個別
避難計画の
策定

今後の取組予定等

附属機関等の会議をWebで行うなどにより、
施策検討の場への公募委員等の参画を推進
し、若者や女性をはじめ幅広く登用すること
で、市政への市民参画の推進を図り、市政へ
の意見反映を推進する。

行政管理課 関係課

公募委員の登用率／
若者の登用率
毎年度10％以上／毎
年度5％以上

委員の選出や附属機関等委員調査等の
際に、各課へ各種指針や託児サービス
の導入、Web会議の活用などについて
通知を行い、公募・若者委員の登用率
の向上を図った。

成田山新勝寺や成田国際空港で活動している
ボランティアガイドに対する研修等の充実に
より、感染収束後の観光客の回復に向けて、
ボランティアガイドの質の向上及び体制の強
化を図る。

観光プロ
モーション

課
－

アンケート調査によ
る満足度
令和6年度
「Excellent」評価
95％以上

ボランティア活動日の朝にミーティン
グを行い最新情報を交換しあい研鑽を
図った。また、ボランティアの新規採
用者を対象とした研修会を実施した。

今後観光客が回復してきた際に、観
光客の満足度を高めるため、引き続
き研修等でボランティアガイドの質
の向上に努める。

各種イベント時に会員募集を図るな
ど、更なる会員数確保に努める。

登録団体数
令和4年度76団体
令和5年度77団体
令和6年度78団体

市となりた環境ネットワークの共催に
より、印旛沼クリーンハイキングや環
境講演会等のイベントを実施したほ
か、消費生活展などで会員募集の周知
を図った結果、1会員の加入があっ
た。

市民や各種団体と協働し、市内の道路や河川
等の公共空間における環境整備や環境保全活
動を継続的に行う事により、環境美化団体を
育成し、そのネットワーク化を促進する。

女性委員の登用率
令和4年度27.0％

公募委員の登用率／若
者の登用率
令和4年度7.16％／
1.76％

自主防災組織数
令和4年度136組織

登録団体数
令和4年度70団体

環境計画課 －

要支援者名簿の登載情
報提供同意者／個別避
難計画の作成件数
令和4年度617人／10件

要支援者名簿の登載情報提供同意者
については、引き続き新規登録対象
者へ同意確認書を発送するととも
に、未同意者への勧奨を行う。個別
避難計画の作成については、令和5年
度から福祉事業者へ委託し、作成数
の増加を図る。

避難支援等関係者へ提供する避難行動要支援
者名簿の登載情報提供に係る同意者を増やし
ていくとともに、避難支援等関係者の協力を
得ながら、個別避難計画の作成を進め、避難
行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観
点から、災害時において有効に機能する避難
支援体制の確立を推進する。

社会福祉課 －

要支援者名簿の登載
情報提供同意者／個
別避難計画の作成件
数
毎年度300人／毎年度
300件

新規登録対象者に同意確認書を発送
し、249人の同意を得た。また、未同
意者に対して勧奨通知を発送し、368
人が同意した。個別避難計画について
は、令和5年度からの事務委託化に向
け、モデル地区において10件の個別避
難計画を作成した。

引き続き、大学の持つ知見を活かし
ながら、様々な分野において地域と
大学との連携を推進する。

連携事業の実施
令和4年度60事業

会議の開催をWebで行うなど、育児や介護中
の女性も会議に参加しやすい環境をつくる。
また、募集の際に各種団体等に女性の参画に
ついて協力を要請すること等により、女性委
員のいない附属機関等の解消を図り、第4次
男女共同参画計画に基づき、女性委員の登用
率の向上を図る。

行政管理
課・市民協

働課
関係課

女性委員の登用率
毎年度40％以上

「第4次成田市男女共同参画計画」、
「附属機関等の設置及び運営に関する
指針」等に基づき、女性登用率の向上
を図った。また、年度末の改選時にあ
わせ、各課へ託児サービスの導入や
Web会議の活用などについて通知を行
い、審議会等へ女性の参画を促進する
環境整備を図った。

引き続き各課への情報提供及び協力
依頼を行うとともに、内外への促進
力となるようホームページに登用状
況を公表していく。また、様々なラ
イフスタイルの方が参画しやすいよ
う、積極的にWeb会議の活用を進めて
いく。

災害に備え、地域防災力の向上を図るため、
自主防災組織の結成を促進する。また、既設
の自主防災組織に対し、訓練支援や研修会な
どを実施し、組織の活性化と地域防災リー
ダーの育成強化を図る。

危機管理課 －

自主防災組織数
令和4年度142組織
令和5年度149組織
令和6年度156組織

各地区総会等に年間26回出向いて、防
災講話等の実施や、未結成の地域への
制度の案内など、組織結成に向けて啓
発を行った。

引き続き各地区総会等に出向き組織
結成の必要性等を啓発し、組織率の
向上に努める。

適切なタイミングで情報提供を行う
とともに、登用率向上のための方策
を検討する。また、様々なライフス
タイルの方が参画しやすいよう、積
極的にWeb会議の活用を進めていく。

ワークショップ実施後
に市政への関心が高
まった人数の割合
令和4年度93.8%

国際医療福祉大学の学生及び空港従事
者を対象とし、ワークショップを開催
した。32名の参加者のうち30名から市
政への関心が高まったとの回答があっ
た。また、パブリックコメントの実施
や市政モニター制度の活用により、市
民の市政への参画機会の拡充を図っ
た。

引き続きワークショップを開催する
とともに、市政モニター制度等を活
用し、市民の市政への関心を高め、
市民参画機会の更なる拡充を図って
いく。

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標

若者や子育て世代を中心としたワークショッ
プの開催回数の増や、パブリックコメントの
実施、インターネット市政モニター制度の活
用等により、市民に対する市政への参加・参
画機会の拡充を図る。

企画政策
課・市民協

働課
－

ワークショップ実施
後に市政への関心が
高まった人数の割合
毎年度80%以上

平成26（2014）年4月1日付で締結した成田
キャンパスの開設に関する基本協定書に基づ
き、保健医療、人材育成、生涯学習等の分野
において連携事業を実施することにより、地
域の発展による市民福祉の増進を図る。

国家戦略特
区推進課

－

連携事業の実施
毎年度50事業以上

市及び区長会会長等による地域連携推
進懇話会を実施し、新規事業に係る実
施要望をとりまとめた。これを踏ま
え、国際医療福祉大学と地域連携推進
協議会を開催し、実施済みの54事業の
他に、新規事業3件の実施を要望し
た。新たに調整がついた事業を含め令
和5年3月までに60事業が実施された。

令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

◎

◎

△

△

○

○

○

△

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 1
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4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－①－９ 実施 継続実施 継続実施

市民参加型の子育
て応援サイトの充
実

ボランティ
ア編集員の
募集

ボランティ
ア編集員の
募集

ボランティ
ア編集員の
募集

Ⅰ－①－１０ 実施 継続実施 継続実施

街づくり団体との
協働による表参道
の良好な街並み景
観形成の推進

セットバッ
クの推進

セットバッ
クの推進

セットバッ
クの推進

Ⅰ－①－１１ 実施 継続実施 継続実施

公園と緑地の管理
への市民参加の推
進

市民参加の
推進

市民参加の
推進

市民参加の
推進

Ⅰ－①－１２ － 実施 －

女性農業委員の登
用促進

－ 女性委員の
積極的な登
用

委員の継続

Ⅰ－①－１３ 実施 継続実施 継続実施

地域コーディネー
ターの配置の拡大

地域コー
ディネー
ターの配置

地域コー
ディネー
ターの配置

地域コー
ディネー
ターの配置

Ⅰ－①－１４ 実施 継続実施 継続実施

放課後子ども教室
の充実

実施校の増
設準備

実施校の増
設

実施校の増
設準備

Ⅰ－①－１５ 実施 継続実施 継続実施

消防団の充実強化 協力事業所
の拡充・団
員の処遇改
善

協力事業所
の拡充・団
員の処遇改
善

協力事業所
の拡充

Ⅰ－①－１６ 実施 継続実施 継続実施

応急手当普及活動
の推進

応急手当普
及活動の推
進

応急手当普
及活動の推
進

応急手当普
及活動の推
進

Ⅰ－②－１ 実施 継続実施 継続実施

「広報なりた」の
電子媒体等による
配布の推進

マチイロの
普及

マチイロの
普及

マチイロの
普及

地域コーディネーター
数
令和4年度16人

消防団員数
令和4年度1,457人

応急手当講習の受講者
数
令和4年度1,845人

マチイロ登録者数
令和4年度6,367人

学校との連絡調整や地域住民との協働を図り
ながら、放課後子ども教室の実施校を増や
し、学校・家庭・地域が一体となった教育体
制を構築する。

生涯学習課 －

実施校／参加児童数
／ボランティア数
令和5年度10校／365
名／185名

前年度同様の9校で実施した。うち1校
は、新型コロナウイルス感染拡大防止
およびスタッフ不足のため、活動を見
合わせた。スタッフの工夫によって児
童の興味・関心のある内容を実施した
結果、全体の参加児童数は増加し、
399名となった。

広報なりたの配布方法には新聞折り込みのほ
かに、個別送付、公共施設等での取得、ホー
ムページやスマートフォンによるマチイロの
閲覧などがあるが、このうち公共施設等での
取得やホームページでの閲覧、マチイロの活
用を促す。

広報課 －

マチイロ登録者数
令和4年度4,850人
令和5年度5,000人
令和6年度5,150人

消防団協力事業所の拡充や消防団員の処遇改
善など、消防団員の加入しやすい環境を整備
することで消防団員を確保し、地域防災力の
向上を図る。

消防総務課 －

消防団員数
令和4年度1,500人
令和5年度1,535人

消防団協力事業所は48事業所に増加し
た。令和3年度から機能別団員制度を
導入し、令和4年度から消防団員の報
酬額を引上げ、処遇改善を図った。

就業形態の変化、少子高齢化等によ
り、消防団員の確保は年々厳しく
なっている。消防団への加入促進を
継続していくとともに、将来の再編
に向け検討を行っていく。

応急手当講習の講師となる応急手当普及員の
育成を図り、講習の開催回数及び受講者数を
増加させる。また、市内の事業所等で応急手
当講習を実施するとともに、小中学校の児
童・生徒を対象に計画的に講習を実施する。

警防課 －

広報なりたや市ホームページ、ケーブ
ルテレビなどを通して、利用者登録を
促した。

今後も広報なりたや市ホームペー
ジ、ケーブルテレビなど、さまざま
な媒体を活用して、マチイロ利用者
登録の増加を目指す。

－

女性委員の登用率
令和5年度40％

セットバックについては、108件のう
ち97件が実施済みとなっている。令和
4年度は、未実施者に協力を依頼し、2
件の権利者から次年度に実施する承諾
を得た。

権利者の協力を得るため、今後も引
続き街づくり協議会と協働し、セッ
トバックの推進を図る。

令和4年度は委員任期継続期間中のた
め、登用率に変化はなかったが、令
和5年度の改選に向けて、積極的な働
きかけを行う。

市民協働によるまちづくり推進の観
点から、引き続き、地元自治会等に
よる管理への移行に取り組む。ま
た、現在、施設全体の管理を原則に
していることから、業務の細分化な
ど住民が参加しやすい事業の手法を
検討する。

指定管理者から地元団体への管理委託
が１件減少した。また、緑地の管理を
希望する団体が１件あったが、実施内
容が折り合わず実施には至らなかっ
た。

令和5年度の改選に向けて、積極的な
働きかけを行った。令和4年度の女性
委員の登用率は21％であった。

セットバック進捗率
令和4年度90％

地元地区による管理
令和4年度23箇所

市街地整備
課

公園緑地課

セットバック進捗率
令和4年度91％
令和5年度92％
令和6年度93％

市民目線の記事を配信する「なり☆すく」の
編集会議の充実のためにワークショップなど
を実施し、編集員の増員を促すことで公開記
事の量及び質の向上を図る。

子育て支援
課

－

ボランティア編集員
数
令和4年度13人
令和5・6年度各15人

12回の編集会議を開催し、内2回は外
部講師によるワークショップを実施し
た。新たなメンバーの加入もあった
が、子育てが終わり就労などで辞める
メンバーがおり、ボランティア編集員
数は10人と目標値を下回った。

ボランティア編集員
令和4年度10人

新型コロナウイルス感染症の感染法
上の位置づけが変更になったことか
ら、国・県の対応を考慮しつつ開催
していく。

応急手当講習の受講
者数
令和4年度3,723人
令和5年度3,803人
令和6年度3,883人

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、講習会の中止及び実施内容の制限
があり、受講者数は1,845人に留まっ
た。

今後も「なり☆すく」の内容の充実
を図るために、ボランティア編集員
を増員する必要があることから、広
報等を活用し、引き続き編集員を募
集していく。

今後も運営委員会等での意見をもと
にコーディネーターを発掘し、地域
のニーズに応じて新規校を増やすよ
う努める。

地域ぐるみで学校を支援していくために、地
域のボランティアを募り、学校とボランティ
アの間の連絡調整の役割を担う地域コーディ
ネーターを各学校に配置し、全校配置を目指
して順次拡大していく。

生涯学習課 －

地域コーディネー
ター数
令和4年度20人
令和5年度22人
令和6年度24人

全校配置を目標に人材確保に取り組
み、毎年配置してきた。令和4年度は
新たに配置した学校は2校であった
が、休止となった学校も2校あったた
め、16人に留まった。

令和5年度から開始となる学校運営協
議会との連携の大切さ、有用性を説
明し、全校配置を目指して順次拡大
していく。また、引継ぎ方法につい
ても検討していく。

JR・京成成田駅から成田山新勝寺へ通じる表
参道周辺の街づくり団体と市が協働して街並
み・街づくり事業を実施することにより、表
参道周辺における良好な街並み景観の維持・
形成を図る。

地区ごとにある街区公園と緑地の管理業務に
ついて、地元の区、自治会等による管理への
移行を推進する。

公園緑地課 －

地元地区による管理
令和4年度25箇所
令和5年度26箇所
令和6年度27箇所

現在の農業委員の任期は令和5（2023）年7月
19日までであり、次回の任命において、女性
農業委員の積極的な登用を促進する。

農業委員会
事務局

△

○

△

○

△

○＊

○

△＊

◎

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 2



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－②－２ 実施 継続実施 継続実施

メディアミックス
広報等による市政
情報の発信

LINE、SNS
を活用した
周知と拡散

LINE、SNS
を活用した
周知と拡散

LINE、SNS
を活用した
周知と拡散

Ⅰ－②－３ － 実施 継続実施

キャッシュレス決
済の拡大

拡大の検討 導入施設の
拡大

さらなる拡
大の検討

Ⅰ－②－４ 実施 継続実施 継続実施

子育て世代やバリ
アフリーに配慮し
た庁舎づくり

既存施設の
改修・増設

既存施設の
改修・増設

既存施設の
改修・増設

Ⅰ－②－５ 実施 継続実施 継続実施

防災マップの更新 防災マップ
の更新・配
付

防災マップ
の周知・啓
発

防災マップ
の周知・啓
発

Ⅰ－②－６ 実施 継続実施 継続実施

市・県民税等の申
告受付体制の見直
し

予約制の導
入

予約制の継
続実施

予約制の継
続実施

Ⅰ－②－７ 実施 継続実施 継続実施

特定健康診査受診
率の向上

受診率向上
対策の実施

受診率向上
対策の実施

受診率向上
対策の実施

Ⅰ－②－８ － － 実施

官民の公共交通機
関を記した交通
マップの作成

課題の整
理・関係者
との協議

交通マップ
の試案作成

交通マップ
の作成・配
布

Ⅰ－②－９ － － 実施

いずみ聖地公園墓
地管理料の納付方
法の拡大

納付方法の
調査

新たな納付
方法の導入
準備

新たな納付
方法の導入

令和5年5月中旬導入に向けて関係課
等と調整し、利用者には同時期に発
送する納入通知書とあわせて、利用
開始を周知する。

LINE登録者数
令和4年度14,781人

トイレの洋式化：令和
4年度行政棟1、2階及
び議会棟1階（計10か
所）
ベビーキープの増設：
令和4年度行政棟1階ト
イレ（計2基）

特定健康診査受診率
令和4年度　33.1％

口座振替又は納付書以外の納付方法の導入を
検討し、納付方法を拡大することで、利用者
の利便性の向上を図る。

環境衛生課 －

納付方法の拡大：令
和6年度

庁舎の大規模改修の実施に合わせ
て、トイレの洋式化を行う。また、
ベビーキープも継続して設置してい
く。

コロナ禍による受診控えの持続と、
受診勧奨の実施が健診実施期間の後
半の時期にさしかかり、十分な勧奨
がしきれなかった可能性がある。令
和5年度は、勧奨時期を早め、かつ未
受診者へのアンケート調査を実施し
て未受診者の実態を把握する。

地震や風水害、土砂災害による被害を最小限
とするため、災害危険区域や避難所等をわか
りやすく地図上に示すほか、避難情報や防災
対策等を掲載した防災マップを更新する。

危機管理課 －

防災マップの更新・
配付：令和4年度

防災マップを更新し、令和5年2月から
3月にかけて、市全域63,484世帯へ戸
別配布を実施した。また、市民課窓口
において転入者への配布を行った。

令和元（2019）年度に実施した未受診の要因
分析に係るアンケート結果等を活用しつつ、
より受診しやすい健診の実施形態の構築や、
効果的な受診勧奨の方法について適宜見直し
を図る。

保険年金課 健康増進課

特定健康診査受診率
令和4年度55％以上
令和5年度60％以上
令和6年度60％以上

令和4年度特定健康診査未受診者
15,751人に対して、個別具体的な内容
の通知で、受診勧奨を実施した。

電子申請のクレジットカード決済機能
を利用し、納付方法の拡大の準備を
行った。また、令和5年度導入に向け
て関係課等と打合せを行った。

授乳室とおむつ替えスペースの増設、トイレ
の個室にベビーキープを設置する。また、高
齢者をはじめ誰でも利用しやすいよう、本庁
舎におけるトイレ洋式化の整備の推進を図る
とともに、フロア案内図をわかりやすいもの
とするため、広告付きインフォメーション
ディスプレイ等への表示を検討する。

管財課 －

トイレの洋式化：令
和4年度
ベビーキープの増
設：毎年度
フロア案内図の設
置：令和6年度

子育て世代へ配慮した庁舎づくりのた
め、市民利用の多い行政棟1階の男子
トイレ及び女子トイレに、それぞれ1
基のベビーキープを設置した。また、
利便性を高めるため、行政棟1階、2階
及び議会棟1階のトイレ10か所を洋式
化した。

確定申告受付期間中に申告受付の予約
制を導入し、確定申告1,366件、住民
税申告393件を受け付けた。

他市の事例を調査し、交通マップの掲
載内容を検討した。

決済方法の拡充として、スマートフォ
ンで決済できるＱＲコード決済を導入
した。また、キャッシュレス決済導入
施設を拡大するため、事業者や担当部
署との調整を行った。

－

申告受付に予約制を
導入：令和4年度

令和3（2021）年度に策定した「成田市地域
公共交通計画」に基づき、民間及び行政の運
行事業者間等で協議を行い、官民の公共交通
機関を記した交通マップを作成することで、
市民等の利用促進に努める。また、作成にあ
たっては、紙媒体だけでなく、スマートフォ
ン等でも見ることができるようデジタル化を
図り、誰もがわかりやすい情報の提供に努め
る。

交通防犯課 都市計画課

交通マップの作成・
配布：令和6年度

関係課

キャッシュレス決済
導入施設の拡大：令
和5年度

来庁しなくても申告ができるよう、市・県民
税申告書作成システムの充実と郵送による受
付を推進する。また、申告期間中の受付にお
ける待ち時間を短縮するため、予約制の導入
を検討する。

市民税課

令和5年度中にキャッシュレス決済導
入施設を拡大するとともに、その他
の導入可能な施設についても調査を
進める。

費用対効果の検証を行い、その結果を基に公
共施設へのキャッシュレス決済の拡大を図る
とともに、QRコード決済など決済方法の拡充
を検討する。

行政管理課

近年普及しているスマートフォン等への対応
として、伝達性に優れたLINE、拡散性に優れ
たInstagram（インスタグラム）などのSNSを
活用し、市民はもとより、市外に向けたより
広範囲で効果的な情報発信を実施する｡

広報課 関係課

LINE登録者数
令和4年度13,700人
令和5年度14,000人
令和6年度14,300人

市内のイベントなどを投稿するととも
に、広報なりたや市ホームページ、
ケーブルテレビなどを通して、利用者
登録を促した。

今後も、市内のイベントなどを投稿
するとともに、広報なりたや市ホー
ムページ、ケーブルテレビなど、さ
まざまな媒体を活用して、LINE利用
者登録の増加を目指す。加えて、SNS
を活用して広範囲で効果的な情報発
信を行う。

引き続き市民課窓口での配布や、
ホームページを通して、防災マップ
の周知、啓発に努める。

交通マップの作成及び配布に係る課
題を整理し、関係者との協議を行
う。

引き続き、申告受付の予約制を実施
する。

◎

○

○

◎

◎

△＊

○

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 3



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－②－１０ 実施 継続実施 継続実施

生活困窮者の自立
支援の推進

自立支援の
推進

自立支援の
推進

自立支援の
推進

Ⅰ－②－１１ － － 実施

福祉総合システム
の導入

福祉総合シ
ステムの導
入準備

福祉総合シ
ステムの導
入準備

福祉総合シ
ステムの導
入

Ⅰ－②－１２ 実施 継続実施 継続実施

特別養護老人ホー
ム入所待機者の縮
減

200床の整
備開始

200床の増
設・入所待
機者の縮減

入所待機者
の縮減

Ⅰ－②－１３ 実施 継続実施 継続実施

介護予防・生活支
援サービス等の充
実

団体への支
援

団体への支
援・多様な
サービスの
提供

団体への支
援・多様な
サービスの
提供

Ⅰ－②－１４ 実施 継続実施 継続実施

成年年齢の引き下
げによる若者の消
費者被害の防止

若者の消費
者被害の拡
大防止

若者の消費
者被害の拡
大防止

若者の消費
者被害の拡
大防止

Ⅰ－②－１５ 実施 継続実施 継続実施

重要インフラ施設
周辺における森林
整備

樹木の伐
採・低木広
葉樹の植林

樹木の伐
採・低木広
葉樹の植林

樹木の伐
採・低木広
葉樹の植林

Ⅰ－②－１６ 実施 継続実施 継続実施

学校施設のバリア
フリー化の推進

設置工事の
実施

設置工事の
実施

設置工事の
実施

Ⅰ－②－１７ 実施 継続実施 継続実施

ＩＣＴ教育の推進 ICT教育の
推進

ICT教育の
推進

ICT教育の
推進

Ⅰ－②－１８ 実施 継続実施 継続実施

家庭教育支援事業
の活性化

家庭教育支
援事業の充
実

家庭教育支
援事業の充
実

家庭教育支
援事業の充
実

タブレット端末を活用
する教員の割合（1日2
時限以上）
令和4年度：56.5％

公民館利用学級・主催
講座数
令和4年度0学級5講座

関係課において基幹系システムの標準
化・共通化への対応状況を共有し、シ
ステムの検討及び導入のスケジュール
について検討した。

国が進める地方公共団体情報システムの標準
化を見据えつつ、各種業務で必要な福祉サー
ビスの情報等を共有できる福祉総合システム
を新たに構築し、業務の効率化と窓口サービ
スの充実を図る。

福祉部各課 行政管理課

福祉総合システムの
導入：令和6年度

福祉部各課における基幹系システム
の標準化・共通化の進捗状況に留意
し、各課で調整を図りながら、共通
システムの構築を進める。

令和5年度は遠山地区を中心に森林整
備を実施する。

人事異動により新たに成田市に転入
する職員やICTに不慣れな職員の底上
げを図っていく。

スロープの設置による段差の解消と多目的ト
イレの設置により、誰にでも利用しやすい施
設に改善し、各学校のバリアフリー化を推進
する。

学校施設課 －

多目的トイレ整備率
校舎／体育館
令和4年度21校／26施
設
令和5年度25校／27施
設

平成小学校の校舎と公津小学校の体育
館に多目的トイレを整備した。

今後も計画的に整備を進めていく。

令和6年度には整備が完了する予定で
あり、入所待機者の縮減が見込まれ
る。

地域介護予防活動支援事業等により、地域に
おける自立支援の取組みを推進するととも
に、住民ボランティア等の住民主体の自主活
動として行う生活援助などの多様なサービス
を提供する。

介護保険課 －

介護予防に取り組む
団体の支援：毎年度
多様なサービスの提
供：令和5年度

なりたいきいき百歳体操等に取り組む
新規団体への補助金交付や介護支援ボ
ランティアの推進など、介護予防に取
り組む地域の活動を推進、支援した。
また、生活支援体制整備事業におい
て、地域住民等の協力を得つつ、買い
物支援等に関する協定を締結している
事業者と移動スーパーを運行するな
ど、生活支援に繋がるサービスを実施
した。

引き続き、地域介護予防活動支援事
業の取組みや地域における介護予防
活動の推進、支援を進めていく。ま
た、生活支援コーディネーターと協
議体の取組みにより、買い物支援事
業を拡充するとともに、生活援助な
どの多様なサービスの提供について
検討していく。

消費者を取り巻く環境は大きく変化してお
り、消費者被害も年々複雑・多様化してきて
いるとともに、令和4（2022）年4月1日から
成年年齢が20歳から18歳に引き下げとなり、
18歳でも契約行為ができることになるため、
若者の消費者被害の防止を図る。

商工課

入所待機者数
令和4年度280人（令和
5年1月1日時点）

若者への周知回数
令和4年度：5回

森林整備面積
令和4年度1.22ha

多目的トイレ整備率
校舎／体育館
令和4年度21校／26施
設

森林環境譲与税や県の「災害に強い森づくり
事業」を活用し、電線や道路などの重要イン
フラ施設周辺における森林整備を進めること
により、災害時に発生する倒木による交通や
電気供給の分断を未然に防ぎ、市民の安心安
全な生活の確保を図る。

農政課 －

森林整備面積
毎年度1ha

大栄地区において1.22haの森林整備を
実施し、倒木被害の未然防止を図っ
た。

生活困窮者自立支援事業として、生活困窮者
の総合支援窓口を設置し、ハローワーク等の
関係機関と連携のうえ、就労や家計改善、住
居確保などの支援を行うとともに、必要に応
じて支援プランを作成し、生活保護に至る前
の段階において、自立までの継続的な支援を
行う。

社会福祉課 －

－

若者への周知回数
毎年度3回以上

消費生活展の開催、下総高校での出前
講座、子ども食堂・成人式・国際医療
福祉大学での啓発冊子等の配架を行い
若者向けに周知した。

就労支援対象者が就労
に至る割合
令和4年度90.3％

庁内関係課や学校等と連携をしながら、家庭
教育支援事業の拡充を図る。子どもの年代に
応じた家庭での教育等を学べる講座学級を開
催する。

在宅での介護が困難な重度の要介護者やその
家族が安心して生活できる環境を整備するた
め、特別養護老人ホームの整備を計画的に進
め、市内の入所待機者の縮減を図る。

高齢者福祉
課

－

入所待機者数
令和4年度240人
令和5年度160人
令和6年度80人

200床の整備を開始した事業者（100床
×2事業者）に対し、整備が円滑に行
えるよう必要な助言等を行った。

就労支援対象者が就
労に至る割合
令和4年度50％
令和5年度53％
令和6年度55％

相談窓口により就労支援を行い、就労
支援対象者93人のうち、84人が就労に
至った。

教育指導課 －

タブレット端末を活
用する教員の割合（1
日2時限以上）
令和4年度50%
令和5年度70%
令和6年度80%

ICT支援員による研修会の実施や、各
学校の好事例の情報共有により、令和
3年度末の51.4%から5.1%上昇してい
る。

児童生徒に貸与したタブレット端末を、授業
や家庭学習で効果的に活用できるよう、教員
や児童生徒を積極的に支援し、ＩＣＴ教育を
推進する。

公民館 生涯学習課

公民館利用学級・主
催講座数
令和4年度2学級4講座
令和5年度4学級5講座
令和6年度6学級6講座

公民館主催事業として、家庭教育支援
事業の「にこにこ親子広場」や「わら
べうた講座」など5講座を開催した。

令和4年度は、学校と連携して事業を
実施することができなかったが、公
民館主催事業の拡充を行った。今後
も事業の拡充を図るため、家庭教育
学級の講座と公民館主催事業との連
携について、学校への呼びかけを行
う。

引き続き関係各所を通じ周知を行
う。

今後も生活困窮者自立支援事業等の
継続的な周知を行い、生活困窮者へ
の制度浸透に努める。また、相談者
の生活を立て直し、自立した生活を
送れるよう支援を行う。

◎

○

△

○

◎

◎

◎

◎

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 4



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－②－１９ － 実施 継続実施

アレルギー対応の
充実

アンケート
の実施

除去食提供
体制の強化

除去食提供
体制の強化

Ⅰ－②－２０ － － 実施

図書館ホームペー
ジのマルチデバイ
ス化

ホームペー
ジ更新計画
の策定

ホームペー
ジの更新準
備

新ホーム
ページの運
用開始

Ⅰ－③－１ 実施 継続実施 継続実施

統計データの適正
な公表

見直しの検
討・実施

見直しの実
施

見直し後の
効果の分析

Ⅰ－③－２ － － 実施

契約書への弁護士
確認制度導入

導入の検討 導入の検討 制度の導入

Ⅰ－③－３ 実施 継続実施 継続実施

新地方公会計の活
用

統一基準に
よる分析・
比較等

統一基準に
よる分析・
比較等

統一基準に
よる分析・
比較等

Ⅰ－③－４ 実施 継続実施 継続実施

適切かつ効果的で
公正な債権管理の
実施

効果的な債
権の管理・
回収

効果的な債
権の管理・
回収

効果的な債
権の管理・
回収

Ⅰ－③－５ 実施 継続実施 継続実施

インターネットを
活用した主権者教
育の推進

啓発手法の
充実

啓発手法の
充実

啓発手法の
充実

Ⅰ－③－６ － － 実施

消防活動用空地設
置基準の改正

改正すべき
箇所の精査

改正案の作
成

基準の改正

Ⅰ－④－１ － － 実施

公文書のライフサ
イクルの見直し

事例の調
査・研究

見直し検討 運用開始

Ⅰ－④－２ 実施 継続実施 継続実施

書かない窓口の導
入

システム導
入

新たな窓口
運用

新たな窓口
運用

人口及び統計書について、オープン
データとして公開を行うとともに、紙
による統計書の廃止を検討し、令和5
年度からの廃止を決定した。

新たに公開する統計情報について、
オープンデータで公表を行い、令和5
年度からは統計書の冊子による発行
を廃止する。

変更について各項目の検討を行った。

弁護士等によるリーガルチェックの実施によ
り、法的観点から契約書の内容や様式を確認
することで、適正なリスク管理体制の構築を
図る。

契約検査課 －

リーガルチェック制
度の導入:令和6年度

成田市消防本部消防活動用空地設置基準の判
断基準を整理し、市民に分かりやすい基準を
整備する。

警防課 －

成田市消防本部消防
活動用空地設置基準
の改正：令和6年度

関係課

統一的な基準による
財務書類の活用：毎
年度

統一的な基準による財務書類を作成す
るとともに、各種指標について近隣自
治体等との比較を行い、ホームページ
に掲載した。また、職員向けにオンラ
インによる財務諸表に係る研修会を実
施した。

今後も継続的に統一的な基準による
財務書類を整備し、年度別の比較や
推移の分析、他市町村との比較など
を実施する。

移管債権の回収率
令和4年度49.4％

令和6（2024）年度に予定されているホーム
ページ管理システムの新規調達に合わせ、
ホームページのマルチデバイス化を行い、市
民のアクセシビリティを改善する。

図書館 －

マルチデバイス化し
たホームページの開
始：令和6年度

ホームページ更新計画を策定した。 更新に向けて仕様の調整を進める。
図書館システムの更新が令和6年度へ
1年延期となり、ホームページの更新
と重なることとなったため、計画の
見直しを行う。

市民が窓口で記載する各種申請書に、市が所
有する情報資産と申請書作成ツールを活用し
て住所等の情報を印字し、印字された内容の
確認及び署名で済むようにすることで、待ち
時間の短縮や混雑の緩和を図る。また、さら
なる市民の利便性向上のため、窓口業務体制
の改善を図る。

行政管理課 関係課

書かない窓口の導
入：令和4年度

令和4年10月3日よりスマートフォンや
タブレットなどを使って、住民票など
の申請書を事前に作成することができ
る「申請ナビシステム」を実証実験と
して市民課へ導入した。

制度の周知を図り、利用者の増加に
努めるとともに、利用可能な手続き
を増やし、窓口の混雑解消及び市民
の利便性向上を図る。

非強制徴収債権について、徴収業務移管によ
る回収強化及び法的措置の活用並びに債権所
管課との連携強化及び総合調整を図り、全庁
における適切かつ効果的な債権の管理・回収
を推進する。

納税課 関係課

移管債権の回収率
毎年度25％以上

債権所管課との情報共有を密にするな
ど、連携を強化した。また、支払督促
を30件、強制執行を29件申し立てるな
ど、法的措置を積極的に活用して債権
回収を進めた。

債権回収対策室で蓄積してきた債権
回収の知識や技術を債権所管課と共
有し、債権所管課の未収額の縮減に
努める。

紙媒体を原則とした、従来の公文書のライフ
サイクルについて、見直しを行い、電子媒体
による長期保存等も可能とする公文書管理体
制を構築する。

総務課

SNS等による啓発回数
令和4年度50回選挙への関心を高めてもらうため、公職選挙

法の仕組み、選挙についての疑問、豆知識な
どをホームページやSNSで発信する。

選挙管理委
員会事務局

－

SNS等による啓発回数
令和4年度20回
令和5年度30回
令和6年度40回

ツイッターを活用し例月の啓発及び選
挙時啓発を行った。

選挙専用ツイッターの他、うなりく
んツイッターや、LINEも活用してい
く。

要領等の作成について引き続き検討
を進め、早期の改正を目指す。

新地方公会計を活用し、現金主義会計では見
えにくいコストやストック情報を分析・比較
に活用することで、より効率的で透明性の高
い財政運営を図る。

財政課

契約検査課で使用している、委託及び
物品に関する標準的な契約約款につい
て、内容確認及び整理を行った。

引き続き、国、県、他自治体の契約
約款と本市の約款を比較検討し、
リーガルチェックの準備を行う。ま
た、担当課で契約している大規模事
業等に関する契約については、その
都度リーガルチェックを行うよう、
各課へ周知していく。

－

除去食提供体制の強
化：令和5年度

令和4年5月に除去品目の見直しに伴う
アンケート調査を実施し、同年10月か
ら希望者が一番多い卵アレルギー除去
食の提供を開始した。また、アレル
ギー除去食の提供体制の強化のため、
会計年度任用職員（栄養士）採用に向
けた協議を行った。

卵の他に複数のアレルゲンを持つ場
合においても、提供可能か検討を行
う。また、除去食を提供できる日
は、除去食のみを専用容器で提供で
きるかの検証やおかわり対応の可否
など、ニーズを踏まえたアレルギー
除去食の提供に向けて検討を行う。
また、会計年度任用職員（栄養士）
が未配置の調理場について採用に向
けた協議を継続する。

関係課

時代に則した公文書
ライフサイクルの構
築：令和6年度

デジタル時代における公文書管理のあ
り方を検討している国、先進自治体に
ついて事例調査、研究を行った。

保存年限「永年」「常用」の見直し
を行う。また、電子媒体を含めた公
文書管理体制の検討を進める。

統計情報の公開内容を充実させるとともに、
国勢調査など基幹統計調査の成田市の結果に
ついて、グラフ化等によりわかりやすい公表
を行う。

企画政策課 －

統計情報の掲載内容
と公表方法の見直し:
令和4年度

令和4（2022）年度から共同調理場としては5
か所目となる平成小学校学校給食共同調理場
の供用開始が予定されており、アレルギー対
応を希望する児童生徒の増加やアレルゲンの
多様化など、きめ細かな対応が必要なため、
アレルギー除去食の提供体制を強化する。

学校給食セ
ンター

○

○

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 5



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－④－３ 実施 継続実施 継続実施

電子申請の推進 利用できる
手続の拡大

利用できる
手続の拡大

利用できる
手続の拡大

Ⅰ－④－４ 実施 継続実施 継続実施

基幹系システムの
標準化・共通化

事務フロー
の見直し・
システムの
構築

事務フロー
の見直し・
システムの
構築

事務フロー
の見直し・
システムの
構築

Ⅰ－④－５ 実施 継続実施 継続実施

情報セキュリティ
対策の強化

情報漏えい
対策の強化

情報漏えい
対策の強化

情報漏えい
対策の強化

Ⅰ－④－６ 実施 継続実施 継続実施

オープンデータの
推進

オープン
データの公
開

オープン
データの公
開

オープン
データの公
開

Ⅰ－④－７ 実施 継続実施 継続実施

Web会議の推進 運用台数等
の増加

運用台数等
の増加

運用台数等
の増加

Ⅰ－④－８ 実施 継続実施 継続実施

財務会計における
電子決裁の推進

電子決裁の
運用開始

課題検証・
運用拡大

課題検証・
運用拡大

Ⅰ－④－９ － 実施 継続実施

地方税共通納税シ
ステムによる電子
納税の導入

導入準備・
利用者への
周知

システムの
導入

システムの
運用

Ⅰ－④－１０ 実施 継続実施 継続実施

がん検診インター
ネット予約の推進

インター
ネット予約
の推進

インター
ネット予約
の推進

インター
ネット予約
の推進

Ⅰ－④－１１ 実施 継続実施 継続実施

災害情報管理の効
率化

システムの
運用開始及
び検証

検証を踏ま
えた見直し

検証を踏ま
えた見直し

オープンデータ公開数
令和4年度173件

令和4年度は庁内で保有するデータの
精査を行い、オープンデータを新たに
165件追加した。また、ホームページ
をリニューアルし、カテゴリ別の検索
を可能にするなど利便性の向上に繋げ
た。

引き続き、オープンデータとして公
開可能なデータの精査及び公開を行
う。

地方税共通納税システムに対応したシステム
の構築に向けて、体制を整備するとともに、
納税者に対しての周知等を行い、電子化の推
進を図る。

市民税課・
資産税課

－

共通納税に対応した
システムの導入：令
和5年度

令和5年度から軽自動車税及び固定資
産税を共通納税に対応させるに当た
り、必要となる納税者への周知につい
て関係課と協議し準備を進めた。

今後も共通納税の運用を継続する。

標的型攻撃等の新たな脅威への対応や個人情
報ファイル等の情報資産の管理に伴い、情報
セキュリティポリシー等の検証・見直しを行
いつつセキュリティ強化を図り、情報漏えい
が起きた場合の損害を最小限にする情報漏え
い対策を多層的に講じる。また、情報漏えい
が起こらないようにするため、引き続き、職
員への研修を実施する。

行政管理課 －

インシデント・ヒヤ
リハットの件数
毎年度0件

DoS攻撃等の大量アクセスや、委託業
者による契約書案の流出といったイン
シデントが発生した。動画によるセ
キュリティ研修やe-ラーニング研修を
実施した。

今後も定期的に情報セキュリティポ
リシーや情報セキュリティ研修の内
容の見直しを行い、職員のセキュリ
ティ意識向上に努める。

電子申請システムを利用して、市役所に来庁
しなくても申請手続や届出などが行えるよう
手続数を拡充するとともに、先進事例を参考
に新たなシステムの活用も検討し、利用者の
利便性の向上を図る。

行政管理課 関係課

成人健（検）診のご案内やポスター等にＱＲ
コードを付し、インターネット予約による利
便性を図っているが、さらなる利便性向上の
ため、対象となる健（検）診を拡大し、イン
ターネット予約を推進する。

健康増進課 －

土木課

危機管理
課・道路管
理課・下水

道課他

改良したシステムの
運用開始：令和4年度

既存の地図情報システムを改良し、災
害情報を連携部署間で共有する運用を
開始した。

「成田市オープンデータに関する指針」を策
定したことから、その周知を行い、本市が保
有するデータのオープンデータ化を推進す
る。

企画政策課 関係課

オープンデータ公開
数
令和4年度8件
令和5年度10件
令和6年度12件

アフターコロナの生活様式に対応するため
Web会議専用端末を増やし、Web研修等に参加
することにより、出張旅費や移動時間の削減
を図る。

行政管理課 関係課

Web会議端末稼働率
令和4年度50％
令和5年度60％
令和6年度75％

Web会議端末を利用する際の予約手続
を簡易にするなど、運用の改善を図っ
た。また、Web会議実施時の会議室不
足に対応するため、Web会議室を設置
した。

Web会議室を増設し、会議室不足に対
応するとともに、Web会議による打合
せを呼びかけ、利用率の増加に努め
る。

財務に係る電子決裁システムを導入し、課題
の検証等により運用範囲を拡大することによ
り、迅速かつ適切な執行管理、ペーパーレス
化等を図り、効率的な事務の執行、職員の働
き方改革及び省資源化・省スペース化を図
る。

財政課・会
計室

関係課

伝票の電子化率
令和4年度20％
令和5年度30％
令和6年度40％

被害状況に応じた応急復旧への早期対応に向
け、崖崩れや倒木などの災害発生箇所や、通
行止め等の道路状況などを、対応する職員に
適時的確に情報共有が図られるよう既存の地
図情報システムに機能を追加し、災害時の情
報管理の効率化を図る。

災害時の運用により改良システムの
検証を行い、必要に応じて機能の見
直しを行う。

インターネット予約
の割合
令和4年度20％
令和5年度22％
令和6年度25％

集団検診の胃がん・乳がんのインター
ネット予約を実施したほか、子宮頸が
ん検診についても令和5年度から実施
できるよう検討した。周知については
案内冊子、広報、ポスター、行政回覧
にQRコードを掲載したほか、検診の
ホームページからのリンクを作成する
ことで、利用者の利便性の向上を図っ
た。

インターネット予約を導入したこと
により、検診の待ち時間や所要時間
の短縮につながった。今後は、現在
予約不要の検診について、インター
ネット予約の有効性の高いものから
検討していく。

利用可能手続数／利
用可能施設数
毎年度対前年度比増

LoGoフォームについては令和3年度は9
月に導入したため、単純比較はできな
いが、ちば電子申請とLoGoフォームの
両システムともに前年度より利用可能
手続き数が増加した。

オンライン決済機能及び本人確認に
おける電子認証機能を導入し、市役
所に来庁しなくても申請手続が行え
るよう手続の数を拡充し、さらなる
利便性の向上を図る。

伝票の電子化率
令和4年度18.4％

インターネット予約の
割合
令和4年度31.9％

利用可能手続数／利用
可能施設数
令和4年度ちば電子申
請1.8％増／増減なし
（LoGoフォームは令和
4年度導入のため実績
なし）

事務フローの見直し
令和4年度0事務

インシデント・ヒヤリ
ハットの件数
令和4年度2件

Web会議端末稼働率
令和4年度71.3％

令和4年8月より財務会計版電子決裁の
運用を開始した。

令和4年度は、電子決裁の対象におい
て兼票は一部のみとしていたが、電
子化率の更なる推進を図るため、令
和5年度中に全ての兼票を電子決裁の
対象とする予定である。

国の「デジタル社会の実現に向けた改革の基
本方針」及び「デジタル・ガバメント実行計
画」に基づき本市のＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）を推進するため、情報シ
ステム等の共同利用、事務手続の簡素化、迅
速化、行政の効率化等を推進する。

行政管理課 関係課

事務フローの見直し
令和4年度4事務
令和5年度8事務
令和6年度6事務

令和7年度末までにガバメントクラウ
ド上で構築された標準準拠システムを
利用する形態に移行するため、関係各
課と移行に向けた調整を行うととも
に、基幹系情報システムにおける課題
管理や関係各課への意識付けを目的と
した打ち合わせを実施した。

令和5年度に事務フロー作成システム
を導入し、基幹系システムの標準
化、共通化による事務フローの見直
しを行い、業務の効率化を図る。

○

△

△

◎

◎

○

○

◎

◎

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 6



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－④－１２ 実施 継続実施 継続実施

建築確認台帳等の
電子化

環境の整
備・電子受
付の試行

電子受付の
本格開始

事務の効率
化のための
検証

Ⅰ－④－１３ － 実施 継続実施

開発登録簿等の閲
覧資料の電子化

電子化の準
備

資料の電子
化

電子化資料
の活用

Ⅰ－④－１４ － 実施 継続実施

都市計画情報提供
システム「窓口
版」の導入

システム導
入の検証

システムの
導入

システムの
活用

Ⅰ－④－１５ － － 実施

公共料金一括支払
システムのさらな
る活用

未活用事業
者の洗い出
し・調整

未活用事業
者の洗い出
し・調整

システム活
用の拡大

Ⅰ－⑤－１ 実施 継続実施 継続実施

職員研修の充実 計画的な実
施・内容の
見直し

計画的な実
施・内容の
見直し

計画的な実
施・内容の
見直し

Ⅰ－⑤－２ － 実施 継続実施

多様な働き方の実
現

制度の整備
及び周知

制度の運用
開始及び周
知

制度の運用
及び周知

Ⅰ－⑤－３ 実施 継続実施 継続実施

多様な人材の確保 多様な人材
の確保

多様な人材
の確保

多様な人材
の確保

Ⅰ－⑤－４ 実施 継続実施 継続実施

民間企業等との人
事交流

人事交流の
実施

人事交流の
実施

人事交流の
実施

電子データ受付率
令和4年度40％

地籍調査成果の電子化
率
令和4年度0％

研修実施率
令和4年度77.9％

事業者における公共料金一括システ
ムの利便性等を整理する。その後、
整理した利便性を踏まえ、本システ
ムの導入が可能である事業者の選定
を行う。

条例、規則の制定、改正を行い、令和
5度からの定年延長に向けた準備を
行った。令和5年度60歳到達者に対し
て個別に制度の周知を行った。

該当者への制度の周知に努めるほ
か、国や県の取組みを参考に各種制
度の整備や制度を利用しやすい職場
環境づくりを目指す。

令和3年度から引き続き、高い接客ス
キルや観光振興のノウハウ等の専門的
な知識経験を有するANAグループより7
名の任期付職員を採用し、市の業務に
従事した。

民間企業等との人事交流を通じ、民
間企業ならではのアイデア、感覚等
を学び、多様な勤務経験による知識
経験の幅を広げることでの人材育成
を図り、更なる行政サービスの向上
に繋げる。

本システムの未活用事業者の洗い出し
及び導入可能性の検討を行った。

公共料金一括支払システムの未活用事業者と
調整し、効率的な支払事務を図る。

会計室 －

システム活用施設数
令和6年度294施設

高齢層職員の能力及び経験を活用すること
で、複雑高度化する行政課題に的確に対応
し、質の高い行政サービスを維持していくた
めに、定年年齢を段階的に引き上げる。ま
た、ライフイベントに応じた、多様な働き方
へのニーズが高まると考えられることから、
各種制度の整備や制度を利用しやすい職場環
境づくりを目指す。

人事課 －

該当者への制度の周
知：毎年度

市と民間企業等という行動原理が異なる組織
間での人事交流を通じ、民間企業ならではの
アイデア、感覚等を学び、複雑・多様化する
行政課題への対応、効率的かつ機動的な業務
遂行力の向上及び組織の活性化を図るととも
に、多様な勤務経験による視野及び知識経験
の幅を広げることでの人材育成を図り、さら
なる行政サービスの向上に繋げる。

人事課 －

人事交流の実施：毎
年度

関係課との調整等の結果、数値目標
は達成できなかったが、資料の電子
化に向けて引続き調査等を継続する
予定である。

「なりた地図情報」の窓口版を導入すること
により、窓口にて端末を操作し、用途照会や
白図の印刷等を各自で行うことができるよう
になり、窓口サービスの向上と事務の効率化
を図る。

都市計画課 －

システムの導入：令
和5年度

資料整理や事業者への見積依頼など、
システム導入に向けた検証を行った。

不動産取引や増築計画等の際必要となる確認
台帳記載証明や建築計画概要書の写しについ
て、情報提供を迅速に行うため、建築確認台
帳等の情報を電子化する。

建築住宅課 －

電子データ受付率
令和4年度60％
令和5年度100％
令和6年度100％

令和4年10月より、指定検査機関から
の報告を、紙面から電子データでの報
告に試験的に変更し、令和5年3月より
本格運用とした。

千葉県全体での試験的運用の開始
が、10月より開始であったため受付
率としては、未達成であった。今後
は、紙面で管理していた許認可関係
の台帳も電子化していく。

広く情報を収集し、専門的な研修機関が計画
的・組織的に実施している職場外研修への参
加を充実させるとともに、階層、職種ごとに
必要とする研修への参加を支援し、様々な行
政課題に適応しうる知識の習得や能力向上を
図る。

人事課 －

研修実施率
毎年度95％以上

自治大学校、千葉県自治研修セン
ター、市町村アカデミー等へ職員を派
遣するなど、職場外研修を206件実施
し、職員の資質の向上に努めた。

コロナ禍により、職場外研修等の参
加人数に制限があり、目標が未達成
となった。引き続き、毎年度研修内
容を見直すことにより、効果的な研
修を実施し職員の資質向上に努め
る。

関係課と調整しながら、システム導
入に向けて引続き調査等を継続する
予定である。

開発登録簿の電子化、地籍調査成果の原図や
調査票を電子化し、システムにデータを搭載
することで、事務の効率化と保管場所の省ス
ペース化を図る。

都市計画課 －

開発資料の電子化：
令和5年度
地籍調査成果の電子
化率
令和4年度20％
令和5年度30％
令和6年度40％

開発資料及び地籍調査成果について、
事業者へ見積を依頼し、電子化に向け
た準備を行った。

組織としての活力や能力を高めていくために
は、多様で有為な人材を確保することが不可
欠であり、職員採用に当たっては人物重視の
試験を行うなど、採用試験の実施方法や対象
者の見直しを行う。また、再任用職員、任期
付職員、会計年度任用職員など、多元的な任
用制度を活用し、公務の効率的な運営を図
る。

人事課 －

多様な人材の確保に
よる必要な部署への
適正配置：毎年度

一般行政職採用の専門試験を課さない
試験区分において、受験資格の上限年
齢を引き上げて募集し、採用につなげ
るなど、多様な人材の確保に努めた。

公務の効率的な運営を図るため、年
齢構成上、偏りの見られる保育士や
業務上の知識、経験を必要とする技
術職などについて、受験資格の上限
年齢を引き上げるなど、有為な人材
の確保に努める。

△

△

○

○

△＊

○

○

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 7



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅰ－⑤－５ 実施 継続実施 継続実施

職員の健康管理体
制の充実

不調職員へ
の面談・受
診勧奨

不調職員へ
の面談・受
診勧奨

不調職員へ
の面談・受
診勧奨

Ⅰ－⑤－６ 実施 継続実施 継続実施

女性職員のキャリ
ア形成と登用

研修の実施 研修の実施 研修の実施

Ⅰ－⑤－７ 実施 継続実施 継続実施

職員提案制度の充
実

提案を充実
させる施策
の実施

提案を充実
させる施策
の実施

提案を充実
させる施策
の実施

Ⅰ－⑤－８ － 実施 継続実施

改善提案・改善実
践の推進強化

制度の構築 制度の運用
開始

制度の運用

Ⅰ－⑤－９ － － 実施

図書館資料及び
データベースを活
用した行政向けレ
ファレンスの導入

制度の検討 制度の構築 サービスの
開始

Ⅰ－⑤－１０ － － 実施

火災調査支援アド
バイザー制度の導
入

導入の検討 導入の検討 制度の導入

Ⅱ－①－１ 実施 継続実施 継続実施

行政評価の実施 効率的・効
果的な評価
手法の検
討・実施

効率的・効
果的な評価
手法の検
討・実施

効率的・効
果的な評価
手法の検
討・実施

Ⅱ－①－２ 実施 継続実施 継続実施

テレワークの導入 テレワーク
システムの
導入

テレワーク
の実施

テレワーク
の実施

Ⅱ－①－３ 実施 継続実施 継続実施

庁内会議のペー
パーレス化

電子データ
を使用した
会議の実施

電子データ
を使用した
会議の実施

電子データ
を使用した
会議の実施

総合計画「NARITAみらいプラン」のも
とで、施策への貢献度を尺度とする評
価手法に基づき、534件（維持継続513
件、拡大3件、見直し6件、廃止4件、
事業統合1件、終了7件）の事務事業評
価を実施した。また、これらの結果を
踏まえ、44件（継続実施39件、拡充5
件）の施策評価を行った。

評価対象事業が多く事務作業量が膨
大であることや、統一的な評価基準
に基づく客観的な評価が困難な部分
もあることから、効率的かつ効果的
な評価となるよう、評価手法の改善
について検討していく。

長期休養職員の減少／
健康診断の受診率
令和4年度1人増／
97.7％（休業職員を除
く）

女性管理職の登用割合
令和4年度部長級4.9％
減、課長級1.7％減、
課長補佐級1.2％減

提案件数
令和4年度27件

庁内会議のペーパーレ
ス化率
令和4年度62％

今後も内容を精査し、制度導入への
詳細を決定していく。

他自治体の事例を研究し、制度の創設
に向けた準備を行った。

令和5年度中に制度を創設し、庁内の
優良事例を全庁で共有できる仕組み
を作る。

制度の検討のため、事例調査を計画し
たが、調査対象や調査項目について決
定できず、実施できなかった。

事例調査及び研究を行い、具体的な
制度について検討する。

テレワークシステムを導入し、令和5
年2月から在宅勤務とモバイルワーク
の実証実験を開始した。

利用者のアンケ―トを基に、より使
いやすいシステムに改修するととも
に、国の動向を注視しながら運用方
法の見直しを行いつつテレワークの
本格稼働を目指す。

引き続き人事課保健師や産業医によ
る面談、外部カウンセラーによる相
談体制の整備、ストレスチェック結
果の経年変化分析等を通じ、職員の
心身の不調の未然防止に努めるとと
もに、健康診断及び人間ドック未受
診者に向けた早期の受診勧奨等で健
康保持に対する意識強化を図ってい
く。

普通提案19件のうち審査対象は18件で
あり、7件がアイデア賞となった。課
題提案は8件のうち審査対象は7件であ
り、3件がアイデア賞となった。ま
た、規程の改正を行い、職員が提案し
やすい環境を整備した。

引き続きアイデアを提案しやすい環
境を整備することで、職員発信によ
る事務や事業の実施等により、行政
運営の活性化を図る。

制度の構築に向け、会議等で調整を
図った。

火災件数が減少する一方で、電気火災や製品
火災などの火災は増加傾向にあることから、
火災調査支援アドバイザー制度を導入するこ
とで調査体制の強化及び若手職員の育成を図
る。

予防課 －

火災調査支援アドバ
イザー制度の導入：
令和6年度

各部署において実施した事務・事業改善のと
りまとめやデータベース化を行い、全庁に周
知し、優良事例の情報の共有化を図る。

行政管理課 －

制度の運用開始：令
和5年度
改善事例件数
令和6年度5例

行政職員向けのレファレンスの実施について
検討を行い、令和6（2024）年度から開始す
る。

図書館 －

行政職員向けレファ
レンスサービスの開
始：令和6年度

テレワークシステム
の導入：令和4年度
テレワーク実施人数
令和5年度500人
令和6年度750人

アイディアを提案しやすい環境をつくるな
ど、職員提案制度を改善し、職員発信による
事務や事業の実施、改善により、行政運営の
活性化を図る。

行政管理課 －

提案件数
毎年度15件

女性管理職の登用割
合
毎年度対前年度比増

人事課・行
政管理課

国のテレワーク推奨や職員の働き方改革を推
進するため、テレワークシステムを導入し、
自宅や出張先等でパソコンなどを使用し、業
務を行えるような体制を整備する。

－

総合計画「NARITAみらいプラン」のもとで、
施策への貢献度を評価の尺度とする評価手法
に基づき、市民満足度調査による客観的評価
も踏まえ、事務事業等について行政評価を実
施する。また、より効率的・効果的な評価の
実施について検討を進めていく。

企画政策課 関係課

行政評価の実施、結
果を反映させた予算
編成：毎年度

女性職員のためのキャリア形成に関する研修
を充実させ、管理職員への女性登用を推進す
ることにより、特定事業主行動計画の措置事
項の達成を図る。

人事課 －

現在、ほとんどの庁内会議で紙資料を印刷し
ているが、ノートパソコンを活用し、データ
での資料提供を推進することにより、資料の
ペーパーレス化を図る。

行政管理課 関係課

庁内会議のペーパー
レス化率
令和4年度20％
令和5年度40％
令和6年度70％

ペーパーレス会議を実施するためのマ
ニュアルを作成するとともに、トラブ
ル等に対応するためのサポート職員を
配置し、部課長が出席する庁内会議に
ついては概ねペーパーレスで実施し
た。

デスクトップ型パソコンからノート
型パソコンへの移行を進め、部課長
による会議に限らず、より多くの会
議をペーパーレスで実施していく。

副主査級職員を対象として、女性活躍
に向けた職員自身の意欲醸成等を目的
とした女性活躍推進研修を実施したほ
か、外部研修機関へ積極的に女性職員
を派遣した。令和4年度の女性管理職
の登用割合は部長級で5.6％、課長級
で14.7％、課長補佐級で26.8％であっ
た。

今後も管理職員への女性登用を推進
するとともに、特定事業主行動計画
における数値目標の達成に向けて、
継続的な女性職員の活躍を推進す
る。

職員の健康管理体制を充実させるため、外部
カウンセラーの活用や、ストレスチェック結
果の分析を行い、心身の不調の未然防止を図
るとともに、健康診断（人間ドックを含む）
の受診率が100％（休業職員を除く）となる
よう、職員の健康保持に対する意識を高め
る。令和2（2020）年度受診率98.5％

人事課 －

長期休養職員の減少
／健康診断の受診率
毎年度／毎年度100％

ストレスチェックや産業医・外部カウ
ンセラーによる相談等により職員の心
身の不調の未然防止に努めたほか、人
事課保健師による長期休養職員への復
職に向けた面談等を実施した。また、
健康診断未受診者に対しては個別に受
診勧奨を行った。

△

△

◎

○

△

○

○

○

◎

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 8



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－①－４ 実施 継続実施 継続実施

コピー用紙調達量
の縮減

紙使用量の
削減

紙使用量の
削減

紙使用量の
削減

Ⅱ－①－５ － 実施 継続実施

AI・RPAの導入 導入の検討 システムの
導入

システムの
運用

Ⅱ－①－６ 実施 継続実施 継続実施

各種団体の事務局
事務の見直し

事務局事務
の一部移管
等

事務局事務
の一部移管
等

事務局事務
の一部移管
等

Ⅱ－①－７ 実施 継続実施 継続実施

請求書等の任意様
式の推奨

任意様式の
推奨

任意様式の
推奨

任意様式の
推奨

Ⅱ－①－８ － － 実施

電子化された登記
情報の活用

システム導
入の準備

運用マニュ
アルの策定

システムの
稼働

Ⅱ－①－９ 実施 継続実施 継続実施

徴収業務の強化 目標値を上
回る徴収率
の確保

目標値を上
回る徴収率
の確保

目標値を上
回る徴収率
の確保

Ⅱ－①－１０ － 実施 継続実施

コンビニ交付シス
テムへのクラウド
システム導入

導入の検討 クラウド型
システムの
導入

クラウド型
システムの
運用

Ⅱ－①－１１ 実施 継続実施 継続実施

成田市役所エコオ
フィスアクション
の推進

環境配慮行
動の実施・
第5次計画
の策定

環境配慮行
動の実施

環境配慮行
動の実施

コピー用紙調達量（過
去5年間調達量平均値
比）
令和4年度5％減

事務局事務の一部移管
等
令和4年度3団体

規定様式の削減率
令和4年度15.1％

令和元年度～3年度の
徴収率の平均値を上回
る徴収率の確保
令和4年度1.6%増

基準年度（平成28年
度）比：温室効果ガス
総排出量（一般廃棄物
の溶融分を除く）
15.6％削減、原油換算
一次エネルギー使用量
2.6％削減、一般廃棄
物の溶融に伴う温室効
果ガス排出量32.1％削
減（令和4年度までの5
年間で）

3種類のAI議事録作成用文字起こし
ツールの実証実験を行い、使用した職
員に対してアンケートを実施するな
ど、本格導入に向けて検討を進めた。

令和4年度に実施した実証実験の結果
を踏まえて、AI議事録作成用文字起
こしツールを本格導入する。このほ
かにも、様々な業務に活用できる
AI・RPAの導入について検討を進め
る。

レクリエーション協会、文化団体連絡
協議会、文化財保護協会の3団体にお
いて、事務局事務の一部を移管した。

今後も各種団体と調整し、事務局事
務の移管を進める。

令和4年度当初に、財務規則で規定さ
れた見積書等（いわゆる4連伝票）を
任意様式の位置付けに改めた。併せ
て、契約検査課で取り扱う4連伝票
は、在庫限りとした。

4連伝票は在庫限りの取り扱いである
ことから、令和6年度までに見積書等
は事業者の独自様式に置き換わり、
数値目標を達成できる見込みであ
る。

電子データを取り込むための環境を整
備した。また、テスト環境による検証
作業を実施した。

引き続きテスト環境での検証や確認
作業を行った上で業務体制を整備す
る。

税、健康保険、保育園の入園選考、給与事
務、入札事務、福祉業務、会議録作成等、定
型業務のデータの読込み等にAI・RPAの導入
を検討し、市全体の業務効率化を図る。

行政管理課 関係課

AI･RPA導入事務数(シ
ステム改修対応含)
令和5年度1事務
令和6年度1事務

各種団体の自主的な運営を推進していくた
め、個々の団体の事務局のあり方について検
討し、会議運営、事業の実施、予算管理など
をはじめとする事務作業について、移管等に
向けて事務の役割分担を整理し、段階的に移
管する。

行政管理課 関係課

事務局事務の一部移
管等
令和4年度3団体
令和5年度3団体
令和6年度5団体

見積書及び請求書について、財務規則に定め
る様式の使用を業者等に求めているが、任意
様式の使用を推奨することで、業者等の負担
の軽減や市の支払事務の効率化を図る。

契約検査
課・会計室

－

規定様式使用の削減
率
令和4年度40％
令和5年度60％
令和6年度80％

コンビニ交付システムについて、令和5
（2023）年11月にリプレイスが必要になるこ
とから、クラウド型システムを導入すること
により、経費の節減、災害時の業務継続、遠
隔管理による職員の負担軽減を図る。

市民課 －

クラウド型システム
の導入：令和5年度

システムベンダー、関係課と打合せを
行い、システム導入に向けて調整を
図った。

本業務の契約を行い、令和5年11月に
システムを導入する。

地方税法の規定に基づく登記所と市町村長と
の通知について、登記情報システムにおいて
オンラインによる提供を可能とする仕組みが
構築されていることから、電子化された登記
情報の受領体制を整備し、電子データの活用
により固定資産税課税業務の効率化を図る。

資産税課 －

システムの稼働：令
和6年度

「成田市役所エコオフィスアクション」に基
づき、省エネ、省資源、グリーン購入などの
環境配慮行動の推進を図る。また、令和4
（2022）年度には、第5次計画の策定を行
い、数値目標などの見直しを実施する。

環境計画課 関係課

基準年度（平成28年
度）比：温室効果ガ
ス総排出量（一般廃
棄物の溶融分を除
く）及び原油換算一
次エネルギー使用量
6.0％、一般廃棄物の
溶融に伴う温室効果
ガス排出量12.3％削
減（令和4年度までの
5年間で）

エコオフィスアクションに基づき、事
務局による研修、各部署における省エ
ネ・省資源・グリーン購入の取組み・
点検について事務局への報告を行っ
た。また、内部環境監査を実施し各部
署の取組みの適切性を検証した。ま
た、次期エコオフィスアクション策定
に向けては、「ゼロカーボンシティ宣
言」を表明した本市として、温室効果
ガス削減の取組みをさらに推進してい
くべく作業を行った。

自主的な納付が見込めない者に対し、収入や
生活状況を考慮しながら、換価性の高い財産
の発見に努め、早期に滞納処分を執行するこ
とにより、徴収業務を強化する。

納税課 －

令和元年度～3年度の
徴収率の平均値を上
回る徴収率の確保
毎年度

実効性の高い給与、預貯金、保険等を
中心に差押えを執行するとともに、自
動車や居宅の捜索、不動産公売により
市税債権の確保に努めた結果、令和4
年度決算の実績が96.2％となり、令和
元年度～3年度の徴収率の平均値
94.6％を1.6％上回った。

資力がありながらも納付が見込めな
い者に対し、換価性の高い債権を中
心に差押えを執行していく。

関係課

コピー用紙調達量
（過去5年間調達量平
均値比）
令和4年度5％減
令和5年度7％減
令和6年度10％減

両面印刷等の活用やペーパーレス会議
の促進を呼びかけることにより、過去
5年間のコピー用紙調達量平均値比5％
減を達成した。
（H29～R3年度調達平均値：5917箱、
令和4年度調達量：5623箱）

ペーパーレス化の呼びかけの他、全
課を対象にコピー用紙の使用量を調
査し、使用量が多い課を中心に、電
子申請の活用等を呼び掛けることで
コピー用紙の削減を図る。

令和5年7月に策定した成田市役所エ
コオフィスアクション（第5次成田市
環境保全率先実行計画）において、
ゼロカーボンシティ実現に向け、高
い温室効果ガス削減目標を設定し
た。
今後については、目標達成に向け、
公共施設への太陽光発電設備の導入
などをはじめとした4つの重点取り組
み事項を中心に市の事務事業におけ
る温室効果ガス排出量の削減をさら
に推進する。

電子データを活用し、庁内のコピー用紙調達
の総量規制を設けることにより、コピー用紙
の調達量の縮減を図る。

行政管理課 ◎

○

◎

△

○

◎

○

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 9



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－①－１２ 実施 継続実施 継続実施

不法投棄防止対策
の推進

不法投棄の
未然防止

不法投棄の
未然防止

不法投棄の
未然防止

Ⅱ－①－１３ － － 実施

粗大ごみの収集申
し込み受付業務の
委託

先進地事例
等の調査

導入に向け
た準備

委託、シス
テムの導入

Ⅱ－①－１４ － － 実施

こども発達支援セ
ンターにおける事
業所管理システム
の導入

システム導
入の準備

システム導
入の準備

システムの
導入

Ⅱ－①－１５ － － 実施

障害支援区分認定
調査事務の見直し

委託等の検
討

委託等の検
討

方針の決定

Ⅱ－①－１６ 実施 継続実施 継続実施

園務管理システム
の導入

システムの
導入

導入結果の
検証

検証を踏ま
えた見直し

Ⅱ－①－１７ － － 実施

住宅・建築物関連
支援事業の見直し

社会情勢・
市民ニーズ
の分析

社会情勢・
市民ニーズ
の分析

支援事業の
見直し

Ⅱ－①－１８ 実施 継続実施 継続実施

選挙事務の効率化 人員配置・
期日前投票
所等の最適
化

人員配置・
期日前投票
所等の最適
化

人員配置・
期日前投票
所等の最適
化

Ⅱ－①－１９ － － 実施

就学援助制度にお
ける学校事務の負
担軽減

各校の課題
やニーズの
把握

見直し案の
作成

事務処理手
順等の見直
し

令和3年度の実績から
削減
令和4年度5.5％減

投開票事務従事者の縮
減
令和4年7月参議院選挙
投票事務従事者35人
増、開票事務従事者19
人減、12月市長選挙投
票事務従事者1人減、
開票事務従事者8人減

投票事務における派遣職員のさらなる活用、
期日前投票所及び開票事務における業務効率
化により、職員従事者数及びコスト削減を図
る。

選挙管理委
員会事務局

－

投開票事務従事者の
縮減
毎年度

参議院選挙においては、コロナ対策と
して消毒を促したり混雑時の列の間隔
を開けさせるための職員を加配したた
め、投票事務従事者数は増加した。

新型コロナウイルス感染症の感染症
法上の位置づけが変更となったこと
から、今後は本来の配置基準に戻す
予定。

就学援助事務に係る事務処理手順や各種様式
などの見直しを行い、就学援助費の請求、受
領及び執行を担う各学校の就学援助事務担当
教職員の負担軽減を図る。

学務課 －

事務処理手順や各種
様式などの見直し：
令和6年度

現行の就学援助事務に対する課題や
ニーズを把握するため、年度末に学校
を対象としたアンケート調査を実施し
た。また、一部の様式や事務処理手順
については、先行して見直しを実施し
た。

近隣自治体の支給方法等を参考に、
学校の意向等も踏まえながら、就学
援助費の支給方法を含め、現行の事
務処理手順や各種様式などの見直し
に向けた制度設計と必要な規則改正
等の手続を進めていく。

受付業務の民間委託
及びシステム運用：
令和6年度

環境対策課 －

令和3年度の実績から
削減
毎年度

令和4年度の回収・処分に要した費用
は2,035千円で、令和3年度2,154千円
と比較して119千円（5.5％）の減額と
なった。

日中は廃棄物不法投棄監視員や市職
員による巡視、夜間においては委託
業者によるパトロールを継続する。
令和5年度は移動式の監視カメラを購
入し、不法投棄多発箇所に設置する
ことで、不法投棄の未然防止を図
り、不法投棄物回収・処分費用の削
減に努める。

現在実施している各種支援事業の実施の必要
性について、これまでの実績や市民ニーズの
調査等により見直しを行い、業務量やコスト
の削減を図る。

粗大ごみの電話受付を外部へ委託し、事務
量・職員人件費の削減を図る。また、受付業
務の委託と同時にシステム化し、スマート
フォンのアプリ等で申し込みができるように
することで、市民の利便性の向上を図る。

クリーン推
進課

－

新たな民間業者への委託ではなく、現
在のごみ収集業者等により、あまり負
担なく受付業務を移管できる方法など
について、システム業者と打合せを
行った。

電子申請システムを活用して、ス
マートフォンやインターネットでの
申し込みを前提とした粗大ごみ申込
受付システムの構築を進めていく。

不法投棄防止のためのパトロールの実施や監
視カメラの設置により、不法投棄をさせない
環境を整備することで不法投棄の減少を図
る。

事業者への指導体制を整備しつつ、障害支援
区分認定調査事務の業務委託や、認定調査を
専任で行う会計年度任用職員を雇用する等効
率的な調査事務を実施し、時間外勤務の縮減
を図る。

障がい者福
祉課

－

新たな事務処理方法
の決定:令和6年度

認定調査を専任で行う会計年度任用職
員の採用について検討を行ったが、職
員との役割分担や担当する業務等につ
いて検討すべき内容があることから、
令和5年度からの採用は見送った。

認定調査を専任で行う会計年度任用
職員の採用について引き続き検討を
行う。

建築住宅課 －

支援事業の見直し：
令和6年度

「耐震診断及び耐震改修補助金」の補
助対象者について、市民以外の所有者
も対象となるよう規則の改正を行っ
た。「民間建築物吹付けアスベスト対
策補助金」については、10年間制度の
利用がなかったことから、令和5年度
から制度を休止とした。また、近年、
利用実績がない「がけ地近接等危険住
宅移転事業補助金」については、今
後、対象者数の増加も見込まれること
から、継続することとした。

「危険コンクリートブロック塀等除
却費補助金」について、近隣自治体
の実績や内容等を改めて調査し、規
則の見直しを進める。また、休止し
ている「民間建築物吹付けアスベス
ト対策補助金」についても、今後の
制度の在り方について、近隣自治体
の実績等を調査し検討を行う。

事務量の縮減と正確な請求事務のため事業所
管理システムを導入することで、記録や照会
等に割く時間を減小させて療育・相談に、よ
り多くの時間をかけることができるように
し、療育の質の向上に繋がると共に、時間外
勤務の削減を図る。

障がい者福
祉課

－

事業所管理システム
の導入:令和6年度

他市町村の導入状況の調査や複数社の
障害福祉システムの比較検討を行った
結果、導入の有効性が認められたこと
から、予定を前倒しし、令和5年度か
ら導入することを決定した。

令和5年度秋頃に、公募による事業者
選定を行い、令和6年2月から導入で
きるよう準備していく。

保育士の事務的な負担を軽減し、保育士が働
きやすい環境を整備するとともに、児童に向
き合う時間を確保することにより、保育の質
の向上を図る。

保育課 －

システムの運用開
始：令和4年度

令和4年12月の試験運用を経て令和5年
1月より本稼働となった。115台のタブ
レット端末を公立保育園各園に配置し
園務管理システムを導入した。また、
保護者の理解を得ながら徐々に機能を
追加運用した。

一部機能を使用した時点でのシステ
ム稼働状況を検証し、検証結果を踏
まえた見直しを図り、全機能の稼働
を目指す。

◎

△

○

○

◎

○

○＊

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 10



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－①－２０ － 実施 継続実施

映画会の開催の見
直し

削減に向け
た調整

削減の実
施・ニーズ
に沿った事
業の検討

ニーズに
沿った事業
の実施

Ⅱ－①－２１ 実施 継続実施 継続実施

消防法令違反対象
物の是正の促進及
び査察業務の効率
化

査察の実
施・効率化

査察の実
施・効率化

査察の実
施・効率化

Ⅱ－①－２２ 実施 継続実施 継続実施

消防計画の改編及
び各種マニュアル
の見直し

消防計画の
改編

マニュアル
の見直し

消防計画等
の分析

Ⅱ－②－１ 実施 継続実施 継続実施

実施計画ローリン
グの実施

効率的・効
果的な手法
の検討・実
施

効率的・効
果的な手法
の検討・実
施

効率的・効
果的な手法
の検討・実
施

Ⅱ－②－２ 実施 継続実施 継続実施

企業版ふるさと納
税の推進

企業版ふる
さと納税の
運用開始

企業版ふる
さと納税の
推進

企業版ふる
さと納税の
推進

Ⅱ－②－３ 実施 継続実施 継続実施

バナー広告の活用
による歳入の確保

掲載事業者
の増加

掲載事業者
の増加

掲載事業者
の増加

Ⅱ－②－４ 実施 継続実施 継続実施

各種施設への施設
命名権の拡大

新たな施設
への導入

拡大の検討 拡大の検討

Ⅱ－②－５ 実施 継続実施 継続実施

市有財産の貸付
け・処分

未利用地の
貸付け・処
分

未利用地の
貸付け・処
分

未利用地の
貸付け・処
分

Ⅱ－②－６ 実施 継続実施 継続実施

中長期的な財政計
画等の策定

中期計画及
び長期見通
しの策定

中期計画及
び長期見通
しの策定

中期計画及
び長期見通
しの策定

「NARITAみらいプラン」第2期基本計
画との整合性を取りつつ、行政評価を
活用した実施計画のローリングを実施
し、令和5年度予算編成の指針となる
第8次実施計画を策定した。その結果
を反映させた予算編成作業では、計画
額より6億円減の予算編成となった。
また、より効率的な手法として、令和
4年度から作業対象事業の大幅な絞り
込みを行った。

市民ニーズを的確に捉え、本市のポ
テンシャルを十分に活用した魅力あ
る施策を展開できるよう、引き続
き、ローリング作業において毎年度
見直しを行い、適切な進行管理を実
施していく。

企業版ふるさと納税の
寄附件数
令和4年度4件

本市の事業についてPRを実施し、市外
に本社を置く企業4社から合計220万円
の寄附を受領した。

より効果的なPR方法を模索し、全庁
的に連携を図りながら、さらに多く
の寄附を受領できるよう取組む。

バナー広告掲載事業者
数
令和4年度6件

違反件数の減少
令和4年度40%減

立入検査の対象を精査したことで新
たな重大違反対象物を覚知している
が、効果的な指導の継続により是正
件数も増加した。引き続きICTの活用
について検討し、事務の効率化を図
る。

消防計画委員会を7回実施し、消防計
画の改編作業が終了した。

令和5年度以降は試験運用し、課題の
抽出を経て本運用を目指す。

火災危険や違反状況等の優先順位を考慮し査
察を実施した結果、多くの重大違反の是正に
つながった。今後は潜在する違反対象物の是
正に向け、引き続き計画的な査察を実施す
る。また、ICTの活用について検討し査察業
務の効率化を図る。

予防課 －

違反件数の減少
毎年度

消防計画は、本市消防体制の全般にわたる総
合的な計画であるが、改正により複雑・肥大
化している。このことから、計画をわかりや
すいものへと改編し、消防本部全体が災害対
応について共通認識を持ち、より質の高い消
防行政を実現する。

指揮指令課 －

計画の改編：令和4年
度
計画等の分析：令和6
年度

総合戦略に基づき本市の活性化を図るため、
企業版ふるさと納税を推進する。

企画政策課 －

企業版ふるさと納税
の寄附件数
毎年度1件

現状を正確に把握するため、計画的に
査察を実施することで改修を指導し、
重大違反対象物の是正に努めた。ま
た、査察業務の効率化を実現するた
め、イオンモールで査察のICT化の実
証実験を行った。

映画会の実施回数
令和5年度5回
令和6年度3回

映画会の実施回数削減に向けた調整が
完了した。

引き続き、ニーズに沿った季節のイ
ベントとして、令和6年度は3回実施
を予定している。

未利用地の貸付け・
処分：毎年度

本庁舎や図書館など14か所について自
動販売機設置事業者を公募にて選定
し、11か所において設置が決定した。
本庁舎においては、令和5年度から令
和7年度末までに年額3,480,216円の貸
付料が確保されることとなった。

引き続き、市有財産の貸付け及び売
払いによる財産の有効活用を図る。
また、公募等に適した市有地を選定
し該当がある場合は、未利用地の処
分等を検討する。

既に大栄野球場において導入している施設命
名権を、他の公共施設についても導入する。
また、公園のトイレなどについても導入可能
性を調査し、導入施設を拡大していくことで
持続可能な財政基盤の構築を目指す。

行政管理課 関係課

新たな施設への導
入：令和4年度
導入施設の拡大検
討：毎年度

「中台運動公園」と「文化芸術セン
ター」においてネーミングライツを導
入した。

市有財産の貸付け、売却による財産の有効活
用を図るため、飲料等の自動販売機設置事業
者を公募にて選定し、貸付料収入を確保す
る。また、公募等により未利用地の売却を実
施する。

管財課 －

令和4年度に応募がなかった「大谷津
運動公園」について、再度募集を行
うとともに、さらなる導入施設の拡
大について検討する。

将来の財政負担を見通した適正な財政運営に
努める必要があることから、中期的財政計画
に加えて、長期的な財政見通しを策定する。

財政課 －

中期計画及び長期見
通しの策定：毎年度

国県の制度改正や社会経済状況の変化
など、最新の状況を反映し、令和5年
度から7年度の3か年の財政計画を策定
するとともに、主要な財政指標の中長
期的な推計を行った。

毎年度、実施計画のローリングを実
施し、財政計画の見直しを行うとと
もに、主要な財政指標の中長期的な
推計を行う。

実施計画のローリング方式を継続し、毎年
度、社会経済状況などに応じた必要な見直し
を行うとともに、予算編成の指針とする。ま
た、効率的・効果的な実施手法について検討
を進めていく。

企画政策
課・行政管
理課・財政

課

－

ローリングの実施：
毎年度

広報なりた、ホームページ、フェイスブック
等で掲載募集のお知らせを行い、より多くの
事業所に市ホームページのバナー広告への掲
載を促し、広告収入の増加を図る。

広報課 －

バナー広告掲載事業
者数
令和4年度3件
令和5年度3件
令和6年度4件

広報なりたや市ホームページ、ケーブ
ルテレビなどを通して、バナー広告の
募集を行った。

バナー広告掲載事業者については、
事業者の経済状況にもよるところが
ある。今後も広報なりたや市ホーム
ページ、ケーブルテレビなどを活用
して、バナー広告の募集を行う。

映画上映は、映画館が市内にできたこと及び
映画のオンラインサービス化の影響もあり、
市民ニーズが減少していることから、映画会
については年数回程度の季節のイベントとし
て実施することとし、市民ニーズに沿った他
の事業への転換を検討する。

図書館 － ○

◎

○

○

◎

◎

◎

○

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 11



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－②－７ 実施 継続実施 継続実施

プライマリーバラ
ンスに配慮した予
算の編成

プライマ
リーバラン
スに配慮し
た予算編成

プライマ
リーバラン
スに配慮し
た予算編成

プライマ
リーバラン
スに配慮し
た予算編成

Ⅱ－②－８ 実施 継続実施 継続実施

財政調整基金の適
正な水準の維持

適正な基金
残高の確保

適正な基金
残高の確保

適正な基金
残高の確保

Ⅱ－②－９ 実施 継続実施 継続実施

補助金の適正化 補助金の適
正化

補助金の適
正化

補助金の適
正化

Ⅱ－②－１０ － － 実施

使用料・手数料の
見直し

見直しの検
討

見直しの検
討

受益者負担
の適正化

Ⅱ－②－１１ 実施 継続実施 継続実施

ふるさと納税の推
進

ふるさと納
税の推進

ふるさと納
税の推進

ふるさと納
税の推進

Ⅱ－②－１２ 実施 継続実施 継続実施

都市計画税の税率
の見直しについて
の検討

税率見直し
についての
検討

税率見直し
についての
検討

税率見直し
についての
検討

Ⅱ－②－１３ 実施 継続実施 継続実施

国民健康保険財政
の健全化

ジェネリッ
ク差額通知
の発送・税
率検討

ジェネリッ
ク差額通知
の発送・税
率検討

ジェネリッ
ク差額通知
の発送・税
率検討

Ⅱ－②－１４ 実施 継続実施 継続実施

株式会社成田香取
エネルギーの活用
による電力コスト
の削減

会社との電
力の売買

会社との電
力の売買

会社との電
力の売買

Ⅱ－②－１５ 実施 継続実施 継続実施

商店会が管理する
装飾街路灯のLED
化推進

LED化の推
進

LED化の推
進

LED化の推
進

財政調整基金の残高
令和4年度末標準財政
規模の11.5％

寄附件数／金額
令和4年度12,388件／
393,765千円
新たな返礼品の追加
令和4年度31品

ジェネリック医薬品普
及率
令和4年度 77.5％
制度外繰入金の削減
令和4年度4.0%増

買電コストの削減と売
電収益の増加
令和4年度38,497千円

装飾街路灯のLED化率
令和4年度86％

医療費適正化に繋がるジェネリック
医薬品の利用促進など、これまでの
取組みを引き続き継続していくとと
もに、新型コロナウイルス感染症の
影響等により見送ってきた保険税率
の見直しを実施することで、「赤字
削減・解消計画」に基づいた、制度
外繰入金の抑制に努める。

都市計画税は、現在、全国の自治体の中で最
も低い税率（0.05％）となっており、都市計
画事業に対する都市計画税の充当率も非常に
低く、財源を経常一般財源で補填している状
況にあるため、市街化区域とその他区域の税
負担の公平性の確保という観点から税率の見
直しを検討する。

財政課・資
産税課

商店会が管理する装飾街路灯のLED化を推進
することにより、環境負荷の軽減を図るとと
もに、電気料金に係る補助金の削減を図る。

商工課 －

装飾街路灯のLED化率
令和4年度80％
令和5年度90％
令和6年度95％

令和4年度より、市内の商店会が設置
した装飾街路灯のLED換装等への補助
の拡充を行ったことから、7商店会で
新設・修繕事業が行われ、LED化が推
進された。今後、電気料金に係る補助
額の削減が見込まれる。

令和5年度予定の商店会はなく、令和
6年度に2商店会が予定されている。

今後も、プライマリーバランスに配
慮した予算編成を行うことで、市債
残高の抑制を図っていく。

－

税率の見直しについ
て、景気動向等を踏
まえ検討：毎年度

都市計画税の税率について、見直し案
を検討するとともに、税収額の影響に
ついて試算を行った。

引き続き、都市計画税の税率の見直
しについて、景気動向等を踏まえて
検討していく。

公益性・公平性・効果等の観点から、適正化
を推進するため、令和4（2022）年度に事業
費補助金、令和5（2023）年度に団体運営費
補助金について、見直しを実施する。

財政課 関係課

財政の健全性を維持しつつ、将来の負担が過
度なものとならないよう、プライマリーバラ
ンスに配慮した予算編成に努め、市債残高の
抑制を図る。

財政課 －

プライマリーバラン
スに配慮した予算編
成：毎年度

令和5年度当初予算編成における、新
規の市債借入額は5,127,500千円、市
債償還額は5,633,679千円となり、借
入額が償還額を上回ることがないよう
プライマリーバランスに配慮し、市債
残高の抑制に努めた。

ジェネリック医薬品の利用促進や特定健康診
査の受診率向上を図り、医療費を抑制すると
ともに、保険税率の見直しを行い、一般会計
からの制度外繰入金を抑制する。

保険年金課 －

ジェネリック医薬品
普及率
毎年度80%以上
制度外繰入金の削減
毎年度

ジェネリック医薬品利用差額通知を年
4回発送するとともに、ジェネリック
医薬品希望カードの窓口配布を行い、
医療費の適正化に努めた。また、令和
4年度の一般会計制度外繰入金は
728,195千円となった。

災害発生時の対応や年度間の財源調整機能を
発揮するため、財政調整基金の残高について
適正な水準を維持する。

財政課 －

財政調整基金の残高
毎年度末標準財政規
模の10%以上

令和4年度標準財政規模が388.1億円で
あるのに対し、令和4年度末財政調整
基金残高は44.7億円であり、標準財政
規模の10％以上を確保した。

各年度の決算剰余金について、適切
に積み立てするとともに、効率的・
効果的な財政運営を行うことで、一
定規模の残高を確保していく。

関係課

受益者負担の適正
化：令和6年度

マイナンバーカードの普及促進策とし
て職員提案のあった「証明書発行に係
る窓口手数料との差別化」について、
受益者負担適正化庁内検討委員会にお
いて、金額設定や実施期間の妥当性を
検討した。

使用料・手数料の見直しに関する基
本方針に基づき、個別例規の改正に
向けた検討を行う。

ふるさと納税を推進し、自主財源を確保す
る。また、返礼品を市の特産品とすること
で、観光PR、市内産業の振興を図る。

財政課・観
光プロモー
ション課

－

寄附件数／金額
毎年度9,000件／
260,000千円
新たな返礼品の追加
毎年度

補助金の適正化：毎
年度

事業費補助金について、ゼロベースで
の見直し及び見直し期間の設定という
2点の方針に基づいて、廃止5件、休止
1件、改善11件、維持継続171件とする
見直しを行った。

団体運営費補助金、事業費補助金と
もに3年毎に見直しを行う。

各種使用料と手数料について、算定方法や減
免基準の明確化など、受益者負担の適正化を
図る。

財政課

ポータルサイトを新たに3つ追加し、
寄附件数及び寄附額の増加につなげ
た。

引き続き、新規返礼品の開拓、追加
に努め、新たな客層獲得の観点から
ポータルサイトの追加を検討する。

株式会社成田香取エネルギーと電力の受給契
約を行い、電力コストの削減等を図る。

環境計画課 関係課

買電コストの削減と
売電収益の増加
毎年度67,000千円

市の公共施設との契約件数は325件と
なり6件減少した。電気料金値上げの
影響により数値目標には届いていない
が、買電コストの削減につながった。
また、エネルギーの地産地消を推進す
るため、成田富里いずみ清掃工場及び
リサイクルプラザストックヤードで発
電した電力の売電も行った。

株式会社成田香取エネルギーでは、
昨年度の国際的な燃料料金の高騰の
影響などによる電力市場の価格の高
止まりの状況を受けて令和4年10月分
より電気料金の引き上げ及び買電に
対する上乗せの廃止を実施してい
る。この影響により、令和4年度の財
政的効果額は縮小した。今後につい
ては、大手電力会社の料金改定の状
況を注視しながら、経営状況を勘案
し、財政的効果額を生み出す取り組
みを検討する。

○

◎

○

○

◎

○

△

△

◎

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 12



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－②－１６ － － 実施

農業集落排水事業
の地方公営企業会
計移行

移行準備 移行準備 企業会計へ
の移行

Ⅱ－②－１７ － － 実施

水道料金の見直し 見直しの検
討

見直しの検
討・実施体
制の整備

見直し後の
運用開始

Ⅱ－②－１８ 実施 継続実施 継続実施

学校給食費の滞納
対策の推進

徴収体制の
強化

徴収体制の
強化

徴収体制の
強化

Ⅱ－③－１ 実施 継続実施 継続実施

公共施設等総合管
理計画の推進

新たな利活
用方針の決
定

新たな利活
用方針の決
定

新たな利活
用方針の決
定

Ⅱ－③－２ 実施 継続実施 継続実施

学校跡地の有効活
用

学校跡地の
利活用

学校跡地の
利活用

学校跡地の
利活用

Ⅱ－③－３ 実施 継続実施 継続実施

Web会議室の設置 Web会議室
の設置

Web会議室
の運用

Web会議室
の運用

Ⅱ－③－４ － － 実施

下総運動公園への
指定管理者制度の
導入

選定準備 公民館内会
議室の改
築・指定管
理者の選定

指定管理者
制度の導入

Ⅱ－③－５ － － 実施

中郷ふるさと交流
館への指定管理者
制度の導入

導入に向け
た協議

導入に向け
た協議

指定管理者
の選定

Ⅱ－③－６ － － 実施

駐輪場の管理方法
及び使用料の見直
し

管理方法・
使用料の検
討

条例改正 新たな管理
方法等の導
入

令和3年3月に閉校となった大栄地区の
5つの小学校のうち、旧大須賀小学
校、旧桜田小学校、旧前林小学校及び
旧川上小学校の4校については、地元
学校区の区長を中心とした説明会を順
次開催し、民間活用とする方針につい
て、地域から承諾を得た。

左記4校については、公募型プロポー
ザルを行い、跡地を利活用する事業
者を選定する。学校敷地内に民有地
を多く含む旧津富浦小学校について
は、引き続き、跡地利活用の方向性
を検討していく。

給食費の収納率
令和4年度98.7％

遊休公共施設や遊休市
有地における、新たな
利活用の方針の決定数
令和4年度2施設

学校跡地の利活用
令和4年度0校

旧卸売市場跡地について、住宅需要や
商業エリアとしての発展可能性などを
見据えながら、民間への売却を基本と
する方針を決定した。また、旧大栄支
所跡地については、民間事業者による
新たな利活用を図るため、施設を活用
する事業者を募集し、優先交渉権者を
選定した。

新たな利活用に向けて、事業者や庁
内の関係部署と調整を図りながら、
必要な手続きを進めていく。

パーテーションなどを活用し、少人
数専用のWeb会議専用ブースを設置す
る。

関係部局と協議した結果、料金の見
直しは令和7年度以降に実施する方向
となったが、見直しの時期や改定率
について、引き続き検討を行う。

令和5（2023）年度までを移行準備期間と
し、令和6（2024）年4月1日より公営企業会
計に移行し、経営基盤の強化を図る。

農政課 －

企業会計への移行：
令和6年度

法適用区分の決定（一部適用）を行っ
た。また、公営企業会計システム導入
準備（契約）を行った。

移行以後の予算調製や財務諸表作成
を中心に行い、令和6年4月1日から移
行する。

公共施設やインフラ等の老朽化が進んでいる
ことから、公共施設等総合管理計画に基づ
き、将来のまちづくりを見据えた公共施設等
の更新、統廃合、長寿命化等を全庁的に推進
する。

企画政策
課・管財課

関係課

遊休公共施設や遊休
市有地における、新
たな利活用の方針の
決定数
毎年度2施設

債権回収対策室との連携を図るとともに、引
き続き滞納者に対し臨戸徴収等を強化し、現
年度分の徴収率の向上と過年度分の滞納額の
縮減を図る。

学校給食セ
ンター

納税課

給食費の収納率
毎年度98.5％以上

臨戸訪問による徴収を継続し、市内だ
けでなく市外や県外も含め延べ450件
実施したほか、回収困難な案件につい
ては納税課債権回収対策室と連携して
徴収を行った。過年度分の滞納繰越額
は、約41,000千円から約25,860千円に
縮減した。

現年度の徴収に力を入れるととも
に、引き続き臨戸訪問による徴収や
納税課債権回収対策室との連携によ
り、滞納額の縮減を図る。

水道事業の収支状況を踏まえ、適正な料金見
直しを行い、持続可能で健全な運営により、
経営基盤の強化を図る。

業務課 －

水道料金の見直しの
実施：令和6年度

今後の水需要予測や施設更新計画など
を基に財政シミュレーションを行い、
料金改定案を複数作成して検討を行っ
た。また、水道運営審議会を2回開催
し、料金改定の概要と現在の状況を説
明した。

閉校した大栄地区の5つの小学校について、
市で協議した跡地利活用案を地域住民へ提案
し、協議の上、有効活用を図る。

企画政策
課・教育総

務課
関係課

学校跡地の利活用
令和4年度2校
令和5年度2校
令和6年度1校

新型コロナウイルス感染症拡大の影響や国に
よる行政のデジタル化の方針により、Web会
議の機会が増加している。ネットワークの安
定した専用の会議室を設置することで、会議
室の有効活用を図るとともにWeb会議を推進
し、行政のデジタル化を進めていく。

行政管理
課・管財課

－

Web会議室の設置：令
和4年度

Web会議専用の会議室を1室設置した。

豊富な運営ノウハウを有した指定管理者によ
る管理運営を行うことで、施設の効率的な運
営とコストの削減を図る。運動施設部分につ
いて先行して指定管理者制度を導入し、社会
教育施設部分（公民館・歴史民俗資料館）に
ついては指定管理者制度の導入の検討を続け
る。

スポーツ振
興課

公園緑地
課・生涯学
習課・公民

館

指定管理者制度の導
入：令和6年度

令和6年度から運動施設部分の指定管
理者制度の導入を実現するため、必要
な打合せや調整を行ったほか、例規の
改正案を作成した。

令和5年度に公民館内会議室の改築な
ど必要な工事を進めると同時に、運
動施設部分の指定管理者制度導入に
伴う例規の改正や指定管理者の選定
を行い、令和6年度より指定管理者制
度を導入する。

運営協議会と協議を進め、指定管理を行う組
織の設立を促す。指定管理者による管理運営
を行うことで、施設の効果的で効率的な運営
を図る。

市民協働課 －

指定管理者の選定：
令和6年度

運営協議会で、指定管理者制度を導入
している施設を前例として紹介した。

引続き運営協議会で、事例紹介をす
るなど、指定管理者制度の導入に向
けて協議を進める。

JR成田駅西口市有地活用推進事業で予定され
る駐輪場の改修に合わせて、成田駅周辺にお
ける既存駐輪場の管理方法及び使用料の見直
しを検討する。

交通防犯課 企画政策課

使用料の見直し及び
新たな管理方法の導
入：令和6年度

他市の事例を調査し、JR成田駅西口駐
輪場改修後の使用料及び管理方法につ
いて検討した。

JR成田駅西口駐輪場の改修に合わ
せ、成田駅周辺の駐輪場の使用料及
び管理方法について検討する。

○

○

◎

◎

△

◎

○

○

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 13



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－③－７ － － 実施

児童ホームの管理
運営方法の見直し

管理運営方
法の検討

事業者の選
定

新たな管理
運営の導入

Ⅱ－③－８ － － 実施

新生成田市場への
指定管理者制度の
導入

導入に向け
た調査・管
理運営方法
等の検討

指定管理者
の選定準備

指定管理者
の選定

Ⅱ－③－９ 実施 継続実施 継続実施

土地区画整理事業
による公共施設の
適正な配置

準備組織へ
の指導及び
支援

準備組織・
組合への指
導及び支援

準備組織・
組合への指
導及び支援

Ⅱ－③－１０ 実施 継続実施 継続実施

水道施設の効率的
な更新及び実施状
況の公表

計画の実施
及び公表

計画の実施
及び公表

計画の実施
及び公表

Ⅱ－③－１１ 実施 継続実施 継続実施

小中学校太陽光発
電の導入

太陽光発電
設備の設置

太陽光発電
設備の設置

太陽光発電
設備の設置

Ⅱ－③－１２ 実施 継続実施 継続実施

水泳授業の外部委
託

外部委託の
実施

外部委託の
推進

外部委託の
推進

Ⅱ－③－１３ － － 実施

学校給食センター
本所の再整備

再整備のた
めの基本・
実施設計

再整備の建
築工事

再整備の完
了

Ⅱ－③－１４ － － 実施

公民館の個別施設
計画の策定

関係各課と
の協議

素案の作成 計画の策定

Ⅱ－④－１ 実施 継続実施 継続実施

適正な定員管理の
実施

適正な職員
数の確保

適正な職員
数の確保

適正な職員
数の確保

Ⅱ－④－２ 実施 継続実施 継続実施

給与の適正化 給与の適正
化

給与の適正
化

給与の適正
化

組合設立の認可
令和4年度0件

太陽光発電設備の設置
校数
令和4年度1校

外部委託の実施
令和4年度2校

新生成田市場の1年を通した維持管理
費などの運営経費について精査し、制
度導入に必要な数値の算出を行った。

令和4年11月に関連食品棟がオープン
し、順次営業を開始していることか
ら、引き続き維持管理費などの運営
経費の精査を行うとともに、令和7年
度の導入に向け、場内事業者ととも
に検討を行う。

新生成田市場の管理運営については、豊富な
運営ノウハウを有した民間事業者による指定
管理者制度を導入し、施設の効果的で効率的
な運営を行う。

卸売市場 －

指定管理者の選定：
令和6年度

今後も計画的に整備を進めていく。

組合施行の土地区画整理事業を支援すること
で、道路や公園等の公共施設の整備・改善を
図るとともに、適正かつ効率的に公共施設を
配置することにより、安全で快適な市街地の
形成を図る。

市街地整備
課

－

組合設立の認可
毎年度
公共施設の整備
令和5年度、令和6年
度

組合設立の認可に向けて、事業予定地
区内の権利者をはじめ、事業に関連す
る部署との協議を進めた。

組合設立の認可を得るための協議を
引き続き進め、設立準備会等を支援
していく。

水道施設更新計画に基づき、施設の統廃合を
含めた施設の更新を行い、効率的な施設運用
と維持管理コストの縮減に努める。併せて、
実施状況をホームページで公表する。

工務課 業務課

計画に沿った施設整
備、実施状況の公
表：毎年度

ホームページにより令和2年度末の水
道施設の耐震化状況及び水道事業施設
更新計画の実施状況を公表した。

継続して年1回以上、水道施設の耐震
化状況及び水道事業施設更新計画の
実施状況を公表する。

行政ニーズの多様化、複雑化に対応し、公務
の円滑な運営に必要な職員数を確保する。

人事課 －

適正な定員管理の実
施：毎年度

職員定数条例を踏まえ、多様化・複雑
化する行政ニーズに対応するための定
員管理を実施した。

多様化、複雑化する行政ニーズに対
応するとともに、公務の円滑な運営
を長時間勤務を行わずに実現してい
くために必要な人員の確保に努め
る。

優先順位を付し、効率的な改修・更新等を実
施するため、個別施設計画を策定する。

公民館 －

個別施設計画の策
定：令和6年度

個別施設計画を策定するための基礎資
料として各公民館の建物の状況等をと
りまとめた。

とりまとめた各公民館の建物の状況
等をもとに、優先順位を付し、効率
的な改修・更新等を実施するため、
個別施設計画を策定する。

水泳授業の外部委託により、専門的な指導に
よる水泳授業の質の向上を図るとともに、
プールの施設管理に係る教職員の負担軽減と
設備の修繕及び維持管理コストの削減を図
る。

学校施設
課・教育指

導課
－

外部委託の実施
令和4年度2校

遠山小学校と公津小学校を民間プール
への委託としたことから、2校追加と
なった。

設備の老朽化に伴い、大規模な改修
やプール自体の改築が必要な際に
は、学校プールの使用から民間プー
ルへの切り替えを進めていく。

学校の新築、増築及び長寿命化改修工事に合
わせて、小中学校に太陽光パネル等を設置
し、CO2排出削減に貢献するとともに、児童
生徒が環境に対する学習を行いやすい施設整
備を図る。

学校施設課 －

太陽光発電設備の設
置校数
令和4年度1校
令和5年度2校
令和6年度2校

平成小学校に太陽光発電設備を整備し
た。

給与改定にあたっては人事院勧告を尊重する
とともに、国、県、近隣市等との均衡を考慮
し、給料、手当の適正化を図る。

人事課 －

ラスパイレス指数
毎年度100.9以内

国・近隣市等の状況を踏まえ、人事院
勧告に基づく給与改定を実施し、一般
職職員の給与に関する条例等を改正し
た。

ラスパイレス指数については、近隣
市等の状況を考慮しながら、数値の
推移を注視していく。

ラスパイレス指数
令和4年度100.9

学校給食施設整備実施計画変更計画に基づ
き、学校給食センター本所の再整備を行うこ
とで、食物アレルギーに対応した温かい給食
を提供するとともに、栄養指導や地産地消な
どの食育を推進する。

学校給食セ
ンター

－

学校給食センター本
所の再整備：令和6年
度

令和4年度は本所の再整備に係る用地
測量や地質調査、基本・実施設計を実
施した。

令和5年度に計画していた工事は6年
度から着手する。

豊富な保育・教育資源と運営ノウハウを有し
た民間事業者による管理業務委託や、指定管
理による管理運営方法への見直しを行い、施
設の効率的な運営を図る。

保育課 －

民間事業者による管
理運営の導入：令和6
年度

先進事例等を参考にし、民間事業者に
よる管理運営方法への移行について検
討を行った。

引き続き、民営化に向けた検討を行
う。

◎

○

○

○

◎

○

○

△

◎

◎

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 14



行政改革推進計画（令和4年度～令和6年度）の進捗状況 【資料2】

4年度 5年度 6年度
今後の取組予定等

体系番号
実施項目

実施内容
担当部署・
主担当部署

連携部署
年次計画

数値目標 令和4年度の取組内容等数値実績
進
捗

Ⅱ－④－３ 実施 継続実施 継続実施

ワーク・ライフ・
バランスの推進と
時間外勤務の縮減

時間外勤務
抑制

時間外勤務
抑制

時間外勤務
抑制

Ⅱ－⑤－１ 実施 継続実施 継続実施

男性職員の育児休
業取得の推進

制度の周
知・取得環
境の整備

制度の周
知・取得環
境の整備

制度の周
知・取得環
境の整備

Ⅱ－⑤－２ 実施 継続実施 継続実施

政策法務能力の充
実強化

内部チェッ
クの実施

基礎法務研
修の実施

計画等の検
証・見直し

Ⅱ－⑤－３ 実施 継続実施 継続実施

効率的な組織・機
構の見直し

効率的な組
織・機構の
整備

効率的な組
織・機構の
整備

効率的な組
織・機構の
整備

Ⅱ－⑤－４ 実施 継続実施 継続実施

ICT推進リーダー
の活用

研修体制の
確立

研修の強化 研修の強化

Ⅱ－⑤－５ 実施 継続実施 継続実施

複雑多様化する災
害対応の体制強化

内部組織の
設置

検討内容の
報告・周
知、マニュ
アルの検証

体制の検
証、マニュ
アルの見直
し

令和5年度以降は策定したマニュアル
を運用し、必要により検証を行う。地域の実情を踏まえた活動要領の策定及び市

内の大規模集客施設等をはじめとする場所で
起こり得るCBRNE災害等に対応するため、内
部組織を設置しマニュアル等の検証を行い、
消防活動体制の強化を図る。

指揮指令課
消防本部各

部署

大規模火災及びCBRNE
災害における活動マ
ニュアルの見直し：
令和6年度

従来のCBRNE災害対応を精査し、実情
にあったマニュアル策定が完了した。
また策定したマニュアルの研修会を
行った。

時間外勤務時間の抑
制
毎年度対前年度比減

令和2年度に策定した「総労働時間の
短縮に関する指針」により、計画的・
効率的な業務推進をさらに徹底し、時
間外勤務の縮減に向けた取組みを進め
た。

年間平均での時間外勤務が昨年度に
比べ増加しているが、社会動向に起
因するマイナンバー関連業務等の窓
口業務の増、選挙対応等によるもの
である。引き続き、指針等の徹底に
より、業務効率化・時間外勤務縮減
の意識の高揚を図っていく。

男女問わず子育てなど家庭生活への参画が求
められることから、男性職員の育児休業の取
得を推進する。

人事課 関係課

男性職員の育児休業
取得率
毎年度30％以上

令和4年度は男性育休の取得推進に向
けた改正が重なり、制度が複雑化して
いるが、取得希望者へ丁寧な説明を行
うなど不安なく育児休業を取得できる
ようサポートしており、男性育児休業
の取得率は50.0％となった。昨年度に
比べると減少しているものの、特定事
業主行動計画の目標値を大きく上回っ
ている。

引き続き職員が育児休業を取得しや
すい環境づくりを推進し、育児休業
の取得率の更なる向上を図ってい
く。

「総労働時間の短縮に関する指針」に基づ
き、業務の計画的・効率的な執行を図り、時
間外勤務の縮減をはじめとした労働時間の短
縮をより一層推進し、職員の心身にわたる健
康の保持増進や自己啓発のための創造的自由
時間の拡充を図ることで公務能率の向上を図
る。

人事課 関係課

時間外勤務時間の抑制
令和4年度20.1時間増
加（職員1人当たり）

男性職員の育児休業取
得率
令和4年度50.0％

庁内会議のペーパーレス化や自治体DX推進に
伴うセキュリティ意識の向上などを推進する
ため、設置要綱の見直し等により各課配置の
ICT推進リーダーの役割を明確にし、全庁的
なDX推進の機運を醸成する。

行政管理課 関係課

ICT推進リーダーへの
研修回数
毎年度1回

令和4年4月21日に「成田市DX基本方
針」、「LoGoフォームの活用」などに
ついて研修を開催した。

今後も、全庁的にDXを推進していく
ためには各課のICT推進リーダーは必
要不可欠であるため、引き続きその
役割を意識付けるよう、充実した研
修を行っていく。

行政ニーズ等に対応した効率的な組織・機構
の構築を図るため、必要に応じた見直しを行
う。

行政管理課 関係課

効率的な組織・機構
の整備：毎年度

低所得者の生活支援と要配慮者への災
害時の避難支援などのため、社会福祉
課の社会係を「地域福祉推進係」と
「生活支援係」に分割した。また、健
康増進課内の「新型コロナウイルスワ
クチン接種対策室」を廃止し、感染症
対策業務や予防接種業務を行う「予防
衛生係」を新設した。

行政ニーズ等に対応した効率的な組
織・機構の構築を図るため、必要に
応じた見直しを行う。

成田市政策法務推進計画に基づき、政策法務
研修等の取組みを着実に実施しつつ、行政処
分に係る事務の効果的な内部チェック体制の
検討を行うとともに、これらの取組みの検
証、見直し及び新たな取組みについての検討
を進め、政策法務能力の強化を図る。

総務課 人事課

成田市政策法務推進
計画の見直し：令和6
年度

職員の政策法務能力の向上のための政
策法務関係の研修の実施について適切
に行うことができた。また、成田市版
「行政ドック」を初めて実施し、内部
事務のチェックを行った。

引き続き、より効果的な研修を実施
するとともに、成田市版「行政ドッ
ク」を適切に実施し、政策法務能力
の強化に努める。

ICT推進リーダーへの
研修回数
令和4年度1回

△

◎

○

○

◎

○

【凡例】◎：実施・目標達成（達成率100%）、○：概ね実施・目標達成（達成率90%以上）、△：一部実施・取組中（達成率90%未満）、▲：方針転換、×：未実施・未達成
　　　　　　「*」が付されているものは、事業の実施に当たって新型コロナウイルス感染症の影響があったものです。 15


